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 電気事業法（昭和 39年法律第 170号）第 66条の 16の規定に基づき、平成 30年９月１日から令和元

年８月 31日までの間における電力・ガス取引監視等委員会の事務の処理状況を公表する。 

 

 令和２年１月 16日 
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第１章 電力の適正な取引の確保のための厳正な監視など 

 
第１ 小売取引の監視等 

 

【本項目の概要】 

 小売登録について審査し、これまで 601件が登録された。 

 東京電力エナジーパートナー株式会社、関西電力株式会社に対し、電気事業法の規定に基づき行

う契約締結前後の書面不交付に関する業務改善勧告を行った。 

 小売電気料金の事後評価を実施した。対象事業者９者について、認可料金に関する値下げ認可申

請の必要があるとは認められなかった旨大臣に回答した。 

 

１．小売電気事業者及び小売供給の登録に係る審査 

 小売電気事業者の登録に係る審査に当たっては、主に委員会が、「電気の使用者の利益の保護のため

に適切でないと認められる者に該当しないか」という視点から、資源エネルギー庁が、「最大需要電力に

応じるために必要な供給能力を確保できる見込みなどがあるか」という視点から、それぞれ審査を行っ

ている。 

令和元年８月末までに、小売電気事業 696件の登録申請を受け付け、委員会及び資源エネルギー庁

による審査の結果、601件が登録されている。 

 

○小売電気事業者の登録に係る手続のフローと登録審査に係る条文（抜粋） 

 

②電力・ガス取

引監視等委員会

による審査 

＜登録に係る手続のフロー＞ 
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○小売電気事業登録申請及び登録事業者数の推移 

 

２．電気の小売取引の監視 

委員会は、電気の小売供給における適正な取引を確保するため、小売電気事業者の営業活動等につ

いて実態を把握・分析し、電気事業法上問題となる行為等が見られた場合には、当該事業者に勧告・

指導するなどの措置を講じた。 

具体的には、以下の勧告、指導などを実施した。（一部事例を抜粋） 

 

（１）勧告 

①東京電力エナジーパートナー株式会社に対する勧告（平成 30年 10月 11日） 

東京電力エナジーパートナー株式会社は、電力及びガス供給契約の締結をした際、6,579件の需要家

について契約締結後交付書面を交付せず、うち 74件は契約締結前交付書面を交付しなかった。 

このため、電気事業法及びガス事業法に基づき、①本事案が、関係する法令の規定に違反するもの

であること及び今後、同様の行為を行わないことを取締役会の決議により確認すること、②需要家に

対する契約締結前交付書面及び契約締結後交付書面の不交付並びに使用電力量等の情報の不提供が今

後発生しないよう、必要な措置を講ずること、③講じた措置の内容を自社の役員及び従業員に周知徹

底すること、④講じた措置について委員会に対し、文書で報告することを求める業務改善勧告を行っ

た。 

 

②関西電力株式会社に対する勧告（令和元年８月） 

 関西電力株式会社は、電力及びガス供給契約の締結をした際、20,297件の電力供給契約について

契約締結後交付書面を交付せず、うち 17,016件は契約締結前交付書面を交付しなかった。 

このため、電気事業法及びガス事業法に基づき、①今後同様行為を行わないよう、必要な措置を講

ずること、②上記①に基づいて講じた措置の内容を自社の役員及び従業員に周知徹底すること、③上

記①及び②に基づいて講じた措置について、委員会に対し、文書で報告することを求める業務改善勧

告を行った。 
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（２）指導 

①小売電気事業者Ａ社に対する指導（平成 31年３月） 

 Ａ社は、平成 30年 12月から平成 31年１月までの間に、同社の顧客との間で、電話勧誘時に電気の

小売供給に係る料金について十分な説明を行わないまま、小売供給契約の締結を行っていた。また、

同社の契約媒介業者は、平成 30 年９月、電話勧誘時に、Ａ社が行う小売供給に係る料金について十分

な説明を行わないまま、Ａ社への小売供給契約の申込手続を行った。当該行為は、需要家の利益を著

しく害するものであることから、Ａ社に対し、電力の適正な取引の確保を図るため、所要の改善措置

を採るとともに、速やかに実施するように指導を行った。 

 

②小売電気事業者Ｂ社に対する指導（平成 31年４月） 

Ｂ社は、平成 30年 10 月から平成 31年２月までの間に、特定の者から、その者が指定する多数の需

要家について合計 723 件の電気の小売供給契約の申込みを受け、うち 426 件について小売供給契約を

締結したが、そのうち少なくとも５件の小売供給契約について、需要家の意思を確認しないまま契約

締結手続を行い、電気事業法に規定する供給条件の説明及び書面の交付を行わなかった。当該行為は、

需要家の意思に反し、小売供給契約を行うものであって、需要家の利益を著しく害する行為であるこ

とから、Ｂ社に対し、電力の適正な取引の確保を図るため、所要の改善措置を講じるように指導を行

った。 

 

③小売電気事業者Ｃ社に対する指導（令和元年８月） 

 Ｃ社は、令和元年５月 28日から同年６月５日までの間に、同社の電力申込みウェブサイトにおい

て、重要事項説明ページのリンクが切れていたことにより、重要事項説明を表示しなかった。これに

より、申し込みをした需要家に対し、供給条件の説明義務違反及び契約締結前交付書面の交付義務違

反が生じたため、Ｃ社に対し、電力の適正な取引の確保を図るため、所要の改善措置を講じるように

指導を行った。 
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３．各種の相談への対応 

委員会は、電気の需要家等から相談窓口などに寄せられた相談に対応し、質問への回答やアドバイ

ス等を行った。９月～８月における相談件数は 1,550件であった。 

本相談において、不適切な営業活動などに係る情報があった場合には、事実関係を確認し、必要な

場合には指導等を行った。また、独立行政法人国民生活センターと共同し、平成 30年９月～令和元

年８月の間に電気・ガスの相談事例の紹介及びアドバイスについてプレスリリースを２回行い、情報

提供した。 

 

○プレスリリースの実施状況 

第 12回（平成 30年 12月 20日） 、第 13回（令和元年６月 20日） 

 

○相談窓口への相談件数の推移と相談事例 

 

 

４．原価算定期間終了後の経過措置料金の事後評価 

電気事業法等の一部を改正する法律（平成 26年法律第 72号。以下「第２弾改正法」という。）附則の

経過措置に基づく小売電気料金については、原価算定期間終了後に毎年度事後評価を行い、利益率が必

要以上に高いものとなっていないかなどを経済産業省において確認し、その結果を公表することとなっ

ている。 

委員会は、経済産業大臣からの意見聴取を受けて、料金審査専門会合において平成 29 年度の状況に

ついて評価及び確認を行い、平成 30 年 12月、以下のとおりとりまとめた。 

これを踏まえ、委員会は、経済産業大臣に対し、電気事業法等の一部を改正する法律附則に基づく経

済産業大臣の処分に係る審査基準等（20160325 資第 12 号）第２（７）④に照らし、経過措置料金の変

更申請を命じることが必要となる事業者はいなかった旨回答した。 
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【料金審査専門会合とりまとめ】 
Ａ 北海道電力、東北電力、東京電力ＥＰ、中部電力、北陸電力、中国電力、四国電力、九州電力及

び沖縄電力の審査基準に基づく評価 

※関西電力については、原価算定期間終了前のため、事後評価の対象外。 

 

「電気事業法等の一部を改正する法律附則に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」

（20160325資第 12号）第２(７)④に基づく値下げ認可申請の必要がないか確認を行った。 

確認の結果、第２弾改正法附則第 16条第３項の規定によりなおその効力を有するものとして読

み替えて適用される同法第１条の規定による改正前の電気事業法（昭和 39年法律第 170号）第 23

条第１項の規定による供給約款などの変更の認可の申請命令に係る「電気事業法等の一部を改正す

る法律附則に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等」（20160325資第 12号）第２(７)④に

係る値下げ認可申請の必要は認められなかった。評価の詳細は以下のとおりであった。 

 

○料金変更認可申請命令に係る審査基準 

 

審査基準のステップ１［電気事業利益率による基準］では、個社の直近３か年度の利益率が 10

社 10か年度平均の利益率を上回る会社は、北海道電力、東北電力、東京電力ＥＰ、中部電力、九

州電力及び沖縄電力の６社であった。ステップ１に該当した６社について、審査基準のステップ２

［超過利潤累積額による基準］では、平成 29年度末超過利潤累積額は一定水準額である事業報酬

率を下回っており、ステップ２［自由化部門の収支による基準］では、直近２年連続で自由化部門

の収支が赤字となっていなかった。以上より、原価算定期間を終了しているみなし小売電気事業者

９社（関西電力以外）について、審査基準に基づく評価を実施した結果、変更認可申請命令発動の

検討対象となる事業者はいなかった。 
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○審査基準の適用結果 

 

Ｂ 東京電力ＥＰの追加検証 

※追加検証を行った理由：審査基準の＜ステップ１＞電気事業利益率による基準に該当し、かつ公

的資金の投入がされており、規模が大きく影響が広範であるため。 

 

 下記①～③の項目についてそれぞれ確認を行った結果、料金適正化の観点から問題となるものは認

められなかった。 

①料金原価と実績費用の比較 

確認の観点：個別費目について、料金原価を合理的な理由無く上回る実績となっていないか。 

確認の結果：長期間にわたる原子力発電所の再稼働遅延等の諸事情を踏まえると、個別費目の実

績が不合理な理由に基づき料金原価を上回っているものは認められなかった。 

②規制部門と自由化部門の利益率の比較 

確認の観点：規制部門と自由化部門の利益率に大きな乖離はないか。乖離が生じている場合の要

因は合理的か。 

確認の結果：規制部門と自由化部門の利益率の比較では、規制部門（2.5%）と自由化部門

（2.6%）の利益率はほぼ同等であり、不合理な利益率の乖離はなかった。 

③経営効率化への取組 

確認の観点：経営効率化への取組は着実に進捗しているか。 

確認の結果：今回の事後評価では、緊急避難的な支出抑制・繰延べはないことを確認した。ま

た、恒常的な経営効率化の取組については、費目によって取組の進捗にばらつきが

あるものの、総額の実績は料金原価認可時の計画値を上回っていた。経営効率化に

よる費目ごとのコスト削減額は、いずれも前年度とほぼ同等の水準であり、経営効

率化の施策が恒常的な取組みとして行われていることを確認した。 
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以上を踏まえ、平成 30年度の事後評価の対象となった事業者について、現行の認可料金に関する値

下げ認可申請の必要があるとは認められなかった。 

ただし、東日本大震災後の経過措置料金の値上げは、原子力発電所の再稼働遅延を主因とするもの

であったことに鑑みると、今後原子力発電所が再稼働を果たした場合には火力燃料費等の負担が軽減

されていくことから、料金原価への原子力利用率の織り込み状況も踏まえ、そのコスト低減効果を需

要家への還元等に適切に充当するよう検討すべきである。また、各社においては、今後とも料金原価

と直近実績の比較・経営効率化の状況・収支見通し等現行の経過措置料金に関連した分かりやすい情

報提供に努めるとともに、安全対策・供給信頼度維持に不可欠な投資は最優先に実施した上で、引き

続き経営効率化に真摯に取り組むことにより、コスト低減を進めていくべきであるとの評価を行っ

た。 
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第２ 電気の卸取引の監視 

 

【本項目の概要】 

 委員会は、電気の適正な取引を確保するため、卸電力市場における取引の状況を把握・分析す

るとともに、問題となる行為等が見られた場合には指導等を行っている。 

 平成 30年９月１日～令和元年８月 31日までの期間については、電力卸取引において、業務改

善勧告や文書指導に至るような事案はなかった。 

 新たに創設されたベースロード市場における取引について、一部の事業者に対して供出上限価格

の計算の適切性を指摘した。 

 

１．卸電力取引の監視 
 委員会は、電気の適正な取引を確保するため、卸電力市場における取引の状況を把握・分析すると

ともに、問題となる行為等が見られた場合には指導等を行っている。 

平成 30年９月１日～令和元年８月 31 日までの期間について、電力卸取引において、業務改善勧告

や文書指導に至るような事案はなかった。 

また委員会は、四半期毎に、旧一般電気事業者の自主的取組や電力市場における競争状況を定点的に

分析・検証した電力市場のモニタリングレポートを作成・公表している。第 39 回制度設計専門会合ま

でに、制度設計ワーキング・グループでの報告も含め、累計で 17 回にわたりモニタリングレポートを

作成・公表した。 

 

○2019 年４月～６月の報告における主要指標 

 

 

 

２．ベースロード市場の監視 

新電力が、旧一般電気事業者と同様の環境でベースロード電源を利用できることを目的に、令和元年

度から先渡しの一形態としてベースロード市場が創設された。 

※ 出所：電力調査統計、電力取引報 
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以下のような場合にはベースロード市場の目的が達成されないおそれがあることから、ベースロード

市場ガイドラインにおいて、委員会はベースロード市場の受渡年度の前年度及び翌年度における大規模

発電事業者（沖縄電力株式会社を除く旧一般電気事業者９社と電源開発株式会社）の供出量及び供出価

格を監視することとされた。 

・ベースロード市場に投入する電力量が資源エネルギー庁により算定された量を下回る場合 

・ベースロード電源の発電平均コストを基本とした価格を超えてベースロード市場に投入される場合 

・小売部門のベースロード電源に係る調達価格が供出価格を不当に下回る場合 

令和元年７月にオークションが開始されたことを受け、各大規模発電事業者の供出状況について詳細

な分析を行うとともに、その考え方等を聴取すること等により、ベースロード市場ガイドラインに基づ

く取組がなされていたかの確認を行った。 

監視の結果、各社の供出量は、いずれもベースロード市場ガイドラインで定める電力量を満たしてい

ることを確認した。また、ほとんどの大規模発電事業者は、供出価格をガイドラインに沿った方法で設

定し、それ以下の価格で市場への供出を行っていた。他方、一部の事業者において供出価格の計算の適

切性が確かめられなかったため、次回に向けて修正するように事業者に対し指摘を行った。 
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第３ 送配電事業の監視 

 

【本項目の概要】 

 一般送配電事業者、送電事業者及びみなし小売電気事業者の業務及び経理について監査を行っ

た。対象事業者 13社について、「託送供給等収支の計算」及び「約款の運用等」を重点的に確認

し、このうち８事業者に指導を行った。 

 委員会は、電気の適正な取引を確保するため、電気供給事業者からの情報提供等を端緒に、送配

電事業者の業務実施状況を把握・分析するとともに、問題となる行為等が見られた場合には、指

導等を行っているが、平成 30年９月１日～令和元年８月 31日の期間においては、業務改善勧告

や文書指導に至るような事案はなかった。 

 託送収支の事後評価を実施した。対象事業者 10 者について、認可料金に関する値下げ認可申請

の必要があるとは認められなかった旨大臣に回答した。また、各社の経営効率化に向けた取組状

況を確認した。 

  
１．一般送配電事業者等業務及び経理の監査 

委員会は、電気事業法第 105 条及び第２弾改正法附則第 21 条の規定に基づき、一般送配電事業者、

みなし小売電気事業者及び送電事業者 13社の平成 29事業年度の業務及び経理について監査を行った。 

 

○監査対象事業者 

①一般送配電事業者 

北海道電力、東北電力、東京電力パワーグリッド、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、

四国電力、九州電力、沖縄電力 

 

②みなし小売電気事業者 

北海道電力、東北電力、東京電力エナジーパートナー、中部電力、北陸電力、関西電力、中国

電力、四国電力、九州電力、沖縄電力 

 

③送電事業者 

電源開発、北海道北部風力送電 

 

監査の実施に当たっては、監査対象事業者から事前に報告徴収した監査資料に基づき、実地監査若

しくは書面監査の方法により実施した。 
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平成 30年度監査においては、重点監査項目として、託送料金に係る事後評価に際し、託送収支計算

書を基に実施すること等から、昨年度に引き続き、「託送供給等収支の計算」を重点的に確認した。ま

た、再生可能エネルギーの導入拡大を背景に、系統接続に関連する一般送配電事業者の適正な業務運

営の重要性が高まっていることを踏まえ、「約款の運用等」について、重点的に確認した。 

本監査の結果は以下のとおりであり、電気事業法第 66条の 12及び第２弾改正法附則第 25条の６に

基づく一般送配電事業者などに対する勧告並びに電気事業法第 66条の 13及び第２弾改正法附則第 25

条の７に基づく経済産業大臣への勧告を行うべき事項は認められなかったが、今後の事業実施に対す

る事業者の自主的改善を促す観点から、以下の通り、８事業者に対して所要の指導を行った。 

 

○指摘事項の内訳 

 （単位：件）  

指摘事項 件数 

① 約款の運用等に関する監査 ３ 

② 財務諸表に関する監査 ０ 

③ 部門別収支に関する監査 ８ 

④ 託送供給等収支に関する監査 14 

⑤ 託送供給に伴う禁止行為に関する監査 ６ 

合   計 31 
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２．送配電事業者の業務実施状況の監視 
 委員会は、電気の適正な取引を確保するため、電気供給事業者からの情報提供等を端緒に、送配電事

業者の業務実施状況を把握・分析するとともに、問題となる行為等が見られた場合には指導等を行って

いる。 
平成 30 年９月１日～令和元年８月 31 日までの期間について、送配電事業者の業務実施状況におい

て、業務改善勧告や文書指導に至るような事案はなかった。 
 
３．一般送配電事業者の収支状況（託送収支）の事後評価 

我が国の電力系統を取り巻く事業環境は、人口減少や省エネルギーの進展等により電力需要が伸び悩

む傾向にある一方で、再生可能エネルギーの導入拡大による系統連系ニーズや経済成長に応じて整備さ

れてきた送配電設備の高経年化への対応が増大するなど、大きく変化しつつある。 

こうした事業環境の変化に対応し、将来の託送料金を最大限抑制するため、一般送配電事業者におい

ては、経営効率化等の取組によりできるだけ費用を抑制していくとともに、再生可能エネルギーの導入

拡大や将来の安定供給等に備えるべく、計画的かつ効率的に設備投資を行っていくことが求められる。 

以上のような問題意識の下、当委員会料金審査専門会合において、託送料金の低廉化と質の高い電力

供給の両立の実現を目指して、平成 29 年度の託送収支や経営効率化に向けた取組等を分析・評価した

（全 10社の状況を分析した上で、東北電力、東京電力ＰＧ、四国電力、九州電力の４社からヒアリング
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を実施）。 

 平成 31年３月、料金審査専門会合は、本事後評価の結論として、以下のとりまとめを行った。これを

踏まえ、委員会は、経済産業大臣に対し、電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等（平

成 12・05・29資第 16号）第２（14）に照らし、託送供給約款の変更申請を命じることが必要となる事

業者はいなかった旨回答した。 

 

【料金審査専門会合とりまとめ】 

 (平成 29年度託送収支の状況) 

平成 29年度の当期超過利潤累積額について、託送供給等約款の変更認可申請命令（値下げ命令）の発

動基準となる一定の水準を超過した事業者はいなかった（ストック管理）。また、想定単価と実績単価の

乖離率について、変更認可申請命令の発動基準を超過した事業者はいませんでした（フロー管理）。東京

電力ＰＧについては 2017 年度収支から廃炉等負担金を踏まえて厳格な値下げ基準が適用されることと

なりましたが、当該基準に達していなかった。 

収入面においては、節電・省エネ等により電力需要が減少したため、中部電力、北陸電力、九州電力、

沖縄電力を除く６社で実績収入が想定原価を下回った。 

費用面においては、東京電力ＰＧ、関西電力、九州電力の３社については、主に設備関連費の減少に

より実績費用が想定原価を下回り、他の７社については、主に人件費・委託費等の増加により実績費用

は想定原価を上回った。 

この結果、平成 29 年度の託送収支においては、中部電力、九州電力を除く８社で当期超過利潤がマイ

ナス（当期欠損）となった。 

 

(効率化に向けた取組状況) 

(ア)経営効率化の実施状況 

各社とも、前回の事後評価で紹介された他社の優れた取組について検討を進め、可能なものは自社に

取り込むなど、費用削減に向けた取組を着実に進めていた 1。一方で、東京電力ＰＧ以外の各社におい

ては、送配電部門全体としての効率化の実績・見通し・目標や個別取組に関する説明が必ずしも具体的・

定量的ではないこと等が課題として指摘された。 

中長期的なコスト削減目標を掲げて自社の対応や取組を説明していくことは、公共性のある財・サー

ビスの提供を独占的に担う送配電事業においては極めて重要である。また、目標を掲げるからこそ効率

化等の取組が加速される側面もある。 

各社においては、系統利用者や最終的な費用負担者である需要家にわかりやすいかたちで、効率化に

向けた様々な努力やその全体像を具体的かつ定量的に説明していくことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 一般送配電事業者 10 社は、平成 30 年 11 月末、各社のホームページに経営効率化の取組状況を公表

している。 
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(イ)調達合理化に向けた取組状況 

(i) 仕様の統一化 

仕様の統一化について、前回の事後評価で各社が掲げた今後の取組の進捗状況を確認したところ、例

えばコンクリート柱などの配電機材に関する仕様統一化に向けた検討の場として全 10 社からなる作業

会を立ち上げるなど、新たな動きもみられた。また、各社においては、架空送電線、ガス遮断器、6.6kV

地中ケーブルについて、仕様統一化や調達改革に向けた自主的ロードマップを策定予定との報告があっ

た。 

付属品や個別の要求仕様(オプション)など、基本仕様に上乗せした各社独自の仕様の存在が調達市場

の規模を小さくし、調達コストの上昇につながっている可能性もある。また、設備仕様の共通化は災害

時等の復旧作業の円滑化等に資するとも指摘されている。 

各社においては、ＪＩＳ規格の採用といった取組だけではなく、付属品や個別の要求仕様の事業者間

の差の実態を把握してその必要性を精査し、国際調達を可能にすることも含め、可能な限り仕様の標準

化・共通化を進めるよう取り組むべきである。 

(ii)競争発注比率／発注方法の工夫・改善 

各社の送配電部門の競争発注比率は上昇基調にあり、直近では 70%超のグループと 30～50%程度のグ

ループに大別される。競争発注比率が相対的に低い北海道電力、中部電力、中国電力、四国電力、九州

電力においては、特に配電工事にかかる比率が低くなっていたが、まずはそれらの比率を高めていくこ

とが求められる。 

また、今回の事後評価では、比較的取組が進んでいる東京電力ＰＧの取組状況を確認したところ、取

引先へのヒアリング結果を踏まえて発注区分の細分化、入札要件の緩和、発注図面の標準化等に取り組

むことで地元の中小・中堅企業による受注範囲の拡大を図るとともに、入札への参入を要請することで

他エリアや通信系の工事会社などに新規取引先を拡大していた。また、競争により決定した取引先と協

働して仕様を含む発注方法や製造工程を見直し、コスト削減による利益を共有するといった Win-Winの

関係構築に努めていた。 

各社においては、競争発注比率を可能な限り高めていくとともに、今回紹介された取組事例も参考に、

発注方法の更なる工夫・改善に向けて継続的に取り組むべきである。 

(ウ)調達単価。工事費負担金の状況 

(i) 調達単価（単位当たりコスト）の比較分析 

 送電設備(鉄塔、架空送電線、地中ケーブル)の単位当たりコストについて、立地場所や設備のスペッ

クなど事業者側では制御困難な工事の個別性を考慮して比較したところ、中部電力(鉄塔)、東北電力・

沖縄電力(架空送電線)は他社よりも割高な単価となっている可能性が示唆された。また配電設備(鉄筋

コンクリート柱）については、全社ともに単位当たりコストが上昇傾向にあり、中でも中部電力は割高

な単価となっている可能性が示唆された。さらに、公表データの分析により、各国間で法規制等様々な

要因が異なることから単純比較は困難であるものの、日本の送電線及び鉄塔の単位当たりコストは海外

よりも高い可能性も示唆された。 

各社においては、今回公表された調達単価水準の分析等も参考にしながら、調達コストのたゆまぬ削

減に向けて取り組んでいくべきである。 

(ii)系統連系する際の工事費負担金の比較分析 

新たに発電設備を設置しようとする者が系統連系する際に負担する工事費負担金工事に係る費用の

うち電源線の敷設費用についても、物品費と工事費を含めた単位当たりコストを分析したところ、エリ
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アごとの差はあるものの、10社平均でみると、鉄塔については工事費負担金工事の方がそれ以外の系統

拡充・更新工事よりも安く、架空送電線については工事費負担金工事の方が高い傾向にあったが、その

主な要因としては工事費負担金工事の場合は１回線鉄塔の割合や送電線の km 当たりコストに占める固

定費の割合が高いこと等が考えられ、必ずしも工事費負担金工事かどうかで顕著な差は生じていない可

能性が示唆された。 

再生可能エネルギーの更なる導入拡大等を図るためにも、各社においては、工事費負担金工事につい

ても調達コストの削減に向けて取り組んでいくことが求められる。 

なお、発電設備設置者自らが自営線を整備することで工期を短縮する等により、経済的メリットを享

受する事例もあった。系統連系に当たっては、用地交渉等の困難性を考慮しつつも、工事費負担金工事

に要する工期等についてより正確な見積もりを提示していくことが期待される。また、系統利用者であ

る発電側に多様な選択肢を提供する観点から、一般送配電事業者が工事を行う工事費負担金工事以外の

選択肢があることは適切に説明されるべきである。 

 

(中長期的な安定供給等適切なサービスレベルの確保に向けた取組状況) 

(１)計画的かつ効率的な設備投資や高経年化対策の推進 

平成 29年度の設備更新計画と実績を確認したところ、概ね計画どおりに実施されていた。また、設備

更新計画の見直し状況を確認したところ、計画変更がある場合は、設備の劣化状況を再精査の上、更新

時期・数量を見直し、工事量を平準化させる方向で変更されていた。さらに、アセットマネジメントシ

ステムの導入など、ＩｏＴやＡＩ等を活用することで、より計画的かつ効率的に高経年化対策を進めて

いこうとする動きもみられた。 

一方で、グループ全体の収支・財務状況等を考慮して修繕等を一時的に繰延べた事業者もいた。また、

系統連系工事の増加に伴う施工力上の問題や託送収支の悪化を理由に、高経年化に係る足元の設備更新

計画の見直しを行っている事業者もいた。 

高度経済成長期に整備された設備が今後設備更新の時期を迎える。こうした中、一般送配電事業者が

求められるサービスレベルを将来にわたりできる限り効率的に維持し、将来の託送料金を最大限抑制す

るためには、劣化更新時期の延伸化措置や工事の平準化に向けた検討等を継続的に行って計画を随時見

直しつつ、着実に高経年化対策を進めていくべきである。また、対策を進めるにあたっては、新規・拡

充工事を含む設備投資計画全体との整合性も求められる。 

各社においては、再生可能エネルギーの導入拡大や人口減少といった事業環境の変化も踏まえ、将来

の系統がどうあるべきか検討しつつ、中長期的視点で計画的かつ効率的に設備投資や高経年化対策を進

めるべきである。また、その取組状況を適切に説明していくことが求められる。 

 

(２)一般送配電事業者が提供するサービスレベル 

今回の事後評価においては、一般送配電事業者が提供するサービスレベル(成果・アウトプット)につ

いて多角的に評価すべく、停電等の状況に加え、新規に系統連系する際の対応等について確認を行った。 

各社の一需要家当たりの停電回数及び停電時間についてみると、大規模災害を除き低水準で安定して

いた。 

系統への接続検討の申込に対する回答の遅延割合についてみると、東京電力ＰＧ、東北電力、北海道

電力、九州電力の 4社については全 10社平均を上回っていた。 

各社においては、安定供給や市場競争の基盤となるサービスの質を適切に確保していくべきである。 
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第２章 電力市場の更なる効率化、競争促進のための取組 

 

第１ 卸電力取引の活性化 

 

【本項目の概要】 

 旧一般電気事業者に対し、①卸供給の諾否に関する判断や、②卸供給の交渉体制について、自

主的な取組として適切に対応するよう要請した。 

 ＪＥＰＸに対し、中立性・独立性を確保しつつその機能を向上させるための体制について検討す

るよう要請した。 

 

１．旧一般電気事業者における、新規参入者との卸供給に関する交渉について 
委員会は、「競争的な電力・ガス市場研究会中間論点整理」（平成 30年８月）において、旧一般電気事

業者における、新規参入者との卸供給に関する交渉は、発電部門など新規参入者等との競争を排除する

誘因を持たない部門が行うことが望ましいとして、その在り方について検討を進めていくこととした。 

これを踏まえ、第 35回(平成 30 年 12月)および第 38回(令和元年５月)の制度設計専門会合で、事務

局による交渉実態等のヒアリング等を踏まえて、公正な競争を促進する等の観点から、旧一般電気事業

者における卸供給の諾否に関する判断のあり方や卸供給の交渉体制に関する考え方を整理し、旧一般電

気事業者に対して自主的な取り組みとして適切に対応するよう要請した。 
 

２．ＪＥＰＸにおける市場監視業務等の体制について 
ＪＥＰＸにおける取引規模の著しい拡大やベースロード市場の開設をはじめとする新たな市場開設

などの取組みによって、ＪＥＰＸにおける各種市場の公正な取引を確保する必要性が従前にもまして増

大している。一方で、諸外国や類似の取引所においては、市場監視業務等の実施体制について、様々な

取組が見られるところである。  
このため、今後のＪＥＰＸにおける市場監視業務及び取引参加者の資格審査、制裁その他個別事業者

の監督に類する業務を行う体制について、現時点では何らかの具体的な問題行為が生じている訳ではな

いものの、今後より一層、中立性、独立性を向上させていくために、既存体制の点検や所要の体制整備

を行っていくことが望ましい。以上を踏まえ、委員会は令和元年 6 月ＪＥＰＸに対し、今年度中を目処

に、中立性・独立性を確保しつつ、その機能を向上させるための体制について検討するよう要請した。 
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第２ 「電力の小売営業に関する指針」の改定に関する建議 

 

【本項目の概要】 

 連系線の利用に関する間接オークションの導入及び非化石価値取引市場の創設等を踏まえ、「電

力の小売営業に関する指針」の改定を建議した。 

 スイッチングの期間中における取戻し営業行為について、「電力の小売営業に関する指針」の改

定を建議した。 

 

１．連系線の利用に関する間接オークションの導入及び非化石価値取引市場の創設等について 
連系線の利用に関する間接オークションの導入及び非化石価値取引市場の創設等に鑑みて、電源表示

等に係るルールを整理する必要があることを踏まえ、制度設計専門会合において審議を行い、平成 30年

9月「電力の小売営業に関する指針」の改定案を建議した。 

改定案の主な内容 

（１）間接オークションの導入に伴う改定項目 

① 間接オークションを用いた調達の場合の考え方 

② 電源の恣意的な非表示について 

③ 電気の産地の表示について 

（２）非化石価値取引市場の創設に伴う改定項目 

① ＦＩＴ電気に関する注釈について 

② 非化石価値を訴求するために必要な条件の明確化 

（３）電源構成表示を行う際の、電源特定メニューの算定の取扱いに関する改定項目 

① 電源特定メニュー分の控除（望ましい行為） 

② 電源特定メニュー分を控除しない場合 

（４）その他の改定項目 

① 特定の電源構成等が供給条件であるかのような表示 

 

２．スイッチングの期間中における取戻し営業行為について 
委員会は、平成 30年 12月、小売電気事業における公正な競争を促進する観点から、スイッチング情

報を利用した「取戻し営業」について、何らかのルール整備を検討すべきではないか、という観点から

検討を行い、需要家が小売電気事業者の切替えを行う際のスイッチング期間中における取戻し営業行為

について、「電力の小売営業に関する指針」の改定案を建議した。 

改定案の主な内容 

（１）スイッチング期間において取戻し営業行為を行うこと 

需要家が切替え後の小売電気事業者にスイッチングを申し込んでから、スイッチングが完了

し、切替え後の小売電気事業者による小売供給が開始されるまでの間（以下「スイッチング期

間」という。）に、切替え前の小売電気事業者が、当該需要家が切替え後の小売電気事業者への

スイッチングを申し込んだ旨の情報（以下「スイッチング情報」という。）を知りながら、当該

需要家が既に申し込んだスイッチングを撤回させることを目的とする行為（ただし、需要家の

要請を受けて行う場合を除く。以下「取戻し営業行為」という。）を行うことは、これによりス
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イッチングを阻害し、電気事業の健全な発達に支障が生じるおそれがあり、問題となる行為と

位置付ける。 

（２）社内管理体制の構築 

小売電気事業者においては、取戻し営業行為を防止するため、スイッチング情報についての

社内の情報管理体制の構築、営業活動に関わる役職員に対する社内教育、取戻し営業行為に関

し問題となる行為等についての周知徹底など、取戻し営業行為の防止に関する適切な社内管理

体制を構築することを望ましい行為と位置付ける。 
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第３ 電気の経過措置料金の解除に関する検討 

 

【本項目の概要】 

 指定旧供給区域の指定及び指定解除に係る基準のあり方及び当該基準に照らした各供給区域に

おける競争状況の評価等について、大臣に意見を回答した。 

 

電気の小売事業は、平成 28 年４月に全面自由化されたが、低圧分野（家庭用等）については、経過措

置として旧一般電気事業者の規制料金（「経過措置料金」）も存続させることとされた。この経過措置は、

平成 32年４月（送配電分離）以降、供給区域ごとに競争状態を見極め、解除していく仕組みとなってい

る。 
委員会は経済産業大臣から、この解除の基準等について意見の求め（平成 30年９月）を受け、「電気

の経過措置料金に関する専門会合」（座長：泉水文雄神戸大学大学院法学研究科教授）を設置し、９回に

わたって専門的観点から調査・審議を行い、その結果を取り纏めた。その内容を踏まえ、電力・ガス取

引監視等委員会は平成 31年４月に以下のとおり、経済産業大臣に意見を回答した。 
 

○経済産業大臣への意見回答の内容 

指定旧供給区域の指定及び指定解除に係る基準  

 判断に当たっては、以下の３つの考慮要素の状況を総合判断したうえで、供給区域内の電気の使

用者の利益を保護する必要性が特に高いと認められる場合は指定する（解除しない）こととす

る。  

(１)消費者等の状況  

(２)競争者による競争圧力 

(３)競争環境の持続性 

 

当該基準に照らした各供給区域における競争状況の評価  

 すべての供給区域において、平成32年４月の時点においては、経過措置料金を存続させることが

適当と考えられる。  

 東京電力エナジーパートナー及び関西電力の供給区域においては、 消費者等の状況については一

定の充足が認められるものの、 競争者による競争圧力については、有力で独立した小売電気事業

者が複数存在するとは認められず、現時点での競争圧力は不十分であり、 競争環境の持続性につ

いても、みなし小売電気事業者と新電力の間での電気調達に係る公平性についての懸念が存在。  

 その他の供給区域においては、 消費者等の状況については一定の充足が認められるものの、東京

電力エナジーパートナー及び関西電力区域と比較するとまだ十分とは認められず、 競争者による

競争圧力についても、有力で独立した小売電気事業者が見当たらず、現時点の競争圧力は不十分

であり、 競争環境の持続性についても、みなし小売電気事業者と新電力の間での電気調達に係る

公平性についての懸念が存在。  
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実効的な事後監視の仕組みとその他必要と考えられる事項  

 電気の使用者に不測の損害が生じることを防止する観点から、経過措置料金の撤廃後において

も、当面３年間程度、地位濫用行為の有無について特に積極的に監視する必要がある。  

 小売市場における新規参入を促し、競争を活性化させるためには、新規参入者の電源調達環境を

改善するなど卸市場の活性化が不可欠である。 

このため、みなし小売電気事業者の社内及びグループ内における小売市場の競争を歪めるおそれ

がある不当な内部補助を防止するための方策がより一層、具体的に検討されることが必要である

のみならず、その他の競争促進策について引き続き推進していく必要がある。 

 小売市場における競争を活性化する観点から、電気の使用者がスイッチング先を円滑に選択でき

るための環境整備が有益である。こうした観点から、例えば、価格比較サイトの充実などを含

め、実効的な競争基盤の整備に向けた検討を引き続き行っていく必要がある。  
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第４ 発電側基本料金等の検討 

 

【本項目の概要】 

 送配電網の維持・運用費用の負担の在り方について、電力系統を取り巻く環境変化を踏まえ、託

送料金を最大限抑制しつつ必要な投資を確保するため、発電側基本料金を令和５年度に導入する

ことを目指すこととした。 

 

制度設計専門会合では、平成 27 年秋以降、効率性向上のための送配電網の維持・運用費用の負担の在

り方について、電力システム改革の進展など電力市場を取り巻く環境変化を踏まえ、検討を進めてきた。

具体的には、平成 28 年７月の第９回制度設計専門会合において、それまでの検討内容を踏まえ、①発

電事業者の負担の在り方、②小売事業者の負担の在り方、③ネットワーク利用の効率化の推進、と大き

く３つに分けて論点整理を行うとともに、引き続き関係者の意見も聴きながら検討を深めていくことと

した。平成 28 年９月、制度設計専門会合の下に送配電網の維持・運用費用の負担の在り方検討ワーキ

ング・グループ（座長：横山明彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教授）が設置され、平成 29年

６月、今後の検討課題について示した「検討すべき論点」を公表した。その後、平成 30 年６月、全 12

回にわたる議論の結果を「中間とりまとめ」として公表するとともに、その内容を踏まえた今後の託送

料金制度の見直しについて、経済産業大臣に建議した。 

 中間とりまとめにおいては、人口減少や省エネルギーの進展等による電力需要の伸び悩み、再生可

能エネルギーの導入拡大等による系統連系ニーズの拡大、送配電設備の高経年化に伴う修繕・取替等

の増大など、電力系統を取り巻く環境変化を踏まえ、託送料金を最大限抑制しつつ必要な投資を確保

すべく、①送配電設備を利用する者の受益や送配電関連費用に与える影響に応じた公平、適切な費用

負担の実現、②一般送配電事業者だけでなく、送配電設備の利用者である発電側・需要側両方に対し

て合理的なインセンティブが働く制度設計、といった２点を基本的な視座として、以下の４点を柱と

する制度見直しの方向性を示した。 

 ⅰ）発電側基本料金の導入 

  ・現行の託送料金原価の総額は変えず、従来、小売電気事業者側（需要側）にのみ負担を求めて

いた託送料金の一部について、その受益に応じて発電側にも負担を求めること 

 ⅱ）送配電関連設備への投資効率化や送電ロス削減に向けたインセンティブ設計 

  ・需要地近郊や既に送配電網が手厚く整備されている地域など、送配電網の追加増強コストが小

さい地域の電源について発電側基本料金の負担額を軽減すること 

 ⅲ）電力需要の動向に応じた適切な固定費の回収方法 

  ・送配電関連費用のうち固定費に関する部分については、原則として基本料金で回収する方向で

託送料金を見直すこと 

 ⅳ）送電ロスの補填に係る効率性と透明性の向上 

  ・一般送配電事業者に送電ロスに係る情報の公表、送電ロスの削減に向けた取組を促すととも

に、送電ロスの調達・補填主体を小売電気事業者から一般送配電事業者へ移行することを基本

として検討を深めること 

 

発電側基本料金の導入を軸とする制度見直しについては、令和２年以降できるだけ早い時期を目途
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に導入することを目指して、今後、制度の詳細について検討を深めていくこととしている。 

 

※令和元年９月に開催された制度設計専門会合において、発電側基本料金は、令和５年度に導入するこ

とを目指すこととしている。 
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第５ 託送供給等約款における送電ロスの取扱いの見直し 

 

【本項目の概要】 

 託送供給等約款に規定する送電ロスについて、スマートメーターの設置が完了するまでの間は毎

年改定を申請するよう一般送配電事業者に要請した。 

 
送電ロスの削減は、電力に係る全体コストの抑制につながる重要な取組であるところ、制度設計専

門会合の下に設置された送配電網の維持・運用費用の負担の在り方検討ワーキング・グループの中間

とりまとめ（平成 30 年６月）においては、「送電ロスの削減に向け、電圧別等の送電ロスの発生状況

等を詳細に把握・公表し、透明性の向上を図る」とした上で、その具体策として、一般送配電事業者

に情報の公表を求め、送電ロスの削減に向けた取り組みを促すとともに、「託送供給等約款上のロス率

との乖離が大きい場合等にロス率の見直しを求める」とされていた。 

これを受け、平成 31 年２月の第 36回料金審査専門会合において、電圧別にみた送電ロスの発生状

況(実績値)を確認したところ、大部分のエリア・電圧において、約款上のロス率が、実績値よりも上

回っていることが確認された。 

これを踏まえ、事務局においてさらに分析を深め、令和元年７月の第 40回制度設計専門会合におい

て、対応の方向性について議論した。具体的には、スマートメーターの設置が完了するまでの間は新

電力と旧一電小売との間で需要インバランスの計算方法が異なるとされているところ、約款ロス率と

実績ロス率とが乖離していると、新電力と旧一電小売との公平性が阻害されていることが確認された

ため、できるだけ速やかにそうした状況を改善すべく、スマートメーターの設置が完了するまでの間

は、過去３年分の実績値の平均値を用いて、約款上の送電ロス率を毎年改定（一般送配電事業者が毎

年約款改定を申請）することが適切との結論を得た。それを踏まえ、一般送配電事業者に速やかに改

定を申請するよう要請した。 

なお、スマートメーターの設置が完了した後の対応については、別途検討していくこととした。 

 

※本要請を踏まえ、令和２年２月から各一般送配電事業者の託送供給等約款が改正された。 
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第６ 一般送配電事業者による調整力の公募調達 

 

【本項目の概要】 

 調整力の公募調達結果を踏まえ、令和２年度の公募に向けて改善すべき点について、一般送配電

事業者に要請した。 

 

平成 28 年４月１日に、電力小売全面自由化や新たなライセンス制の導入を定めた第２弾改正法が施

行され、これまで旧一般電気事業者（以下、本項において「旧一電」という。）が自社の発電設備を用い

て行ってきた、系統全体の周波数維持などの高品質な電力供給を確保する業務であるアンシラリーサー

ビスは、一般送配電事業者が担うこととなった。また、一般送配電事業者は、アンシラリーサービスの

実施に必要な電源などを調整力として発電事業者などから調達するとともに、その調整力の確保に必要

なコストは託送料金で回収される仕組みとなった。この仕組みにより、発電事業者などによる競争が進

み、多様な発電事業者などの参画による調達が可能な調整力の量の増大や、質の向上、一般送配電事業

者による更なる効率的な調整力の活用が期待されている。 
この仕組みは、一般送配電事業者による調整力の調達が公平性・透明性を確保した上で行われること

を前提として機能するものであることから、平成 28 年度から行われている一般送配電事業者による調

整力の調達は、原則として、公募などの公平性かつ透明性が確保された手続により実施する必要がある

が、その手続の具体的な内容は各一般送配電事業者に委ねられていた。 

このため、事前に一般送配電事業者による適切な調整力の調達の在り方について基本的な考え方を示

し、調整力の公募調達が公平性・透明性を確保した形で円滑に開始できるよう、委員会の下に設置した

制度設計専門会合において、公募調達の公平性・透明性を担保するための考え方、望ましいと考える公

募調達の実施方法などをその内容とする「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方」を

取りまとめ、平成 28 年９月 26日に委員会として経済産業大臣に対して建議を行った。 

その後、本建議を踏まえ、経済産業大臣により、「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考

え方」（以下「公募ガイドライン」という。）が制定され、一般送配電事業者は当該考え方に基づき、調

整力の公募調達を実施している。 

 

○「公募ガイドライン」の主な内容 
 公募調達の実施に当たり、一般送配電事業者が説明すべき事項、契約期間、費用精算などの主な契

約条件、落札の評価などの考え方 

 公募調達についての意見募集や公募調達の実施後における契約金額などの開示の考え方 

 公募調達の実施後に行う監視の在り方 

 

委員会では、平成 30年９月及び 10月の制度設計専門会合において、太陽光発電等の大きな予測外れ

が発生した際に、一般送配電事業者が系統不足に対応できなくなることがないよう、スポット市場前に

旧一電（発電・小売部門）に一定量の電源Ⅱを確保しておくよう要請した。広域機関から提案のあった

電源Ⅱの事前予約のプロセスの改善について、透明性・公平性等の観点で望ましい方法であるか評価を

行った。また、電源Ⅱの事前予約について、市場支配力を有する旧一電に対し、限界費用が高いユニッ

トから登録を行うなどの規律を求めることとした。 
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平成 31 年４月の制度設計専門会合において、令和元年度向けの調整力公募結果を取りまとめ、前年

度との変動要因を分析した。また、旧一電（発電・小売部門）がどのような考え方で電源Ⅰに応札した

か等を把握するため、各社に対し応札する電源の選定の考え方、及び応札価格設定の考え方を聴取し、

妥当性を評価した。 

令和元年５月の制度設計専門会合において、調整力公募の更なる改善の必要性などについて、発電事

業者やネガワット事業者などに対してアンケート等を実施し、その結果を踏まえた公募の改善要請を一

般送配電事業者に対して実施した。 

その結果、令和元年６月の当委員会制度設計専門会合において、電源Ⅰ’の広域調達を実施する等の

改善策が了承され、令和元年秋に実施される公募から当該改善策が実施されることとなった。  
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第７ インバランス料金制度の見直し 

 

【本項目の概要】 

 令和４年度から開始予定の新たなインバランス料金制度について、詳細の検討を行った。 

 

平成 30年 12 月に開催された資源エネルギー庁の電力・ガス基本政策小委員会において、需給調整市場

の創設にあわせて令和３年度からインバランス料金制度を改正する方針が示され、その詳細については、

電力・ガス取引監視等委員会において、資源エネルギー庁及び電力広域的運営推進機関の協力を得つつ

検討を進めることとされた。 

これを受け、当委員会制度設計専門会合において、平成 31 年２月より、新たなインバランス料金制度

の詳細について検討しているところ、令和元年７月までの議論をまとめると以下のとおり。 

引き続き、当委員会制度設計専門会合において、資源エネルギー庁、電力広域的運営推進機関等の協力

を得つつ、検討を進めていく。 

 

※令和元年 11 月に開催された電力・ガス基本政策小委員会において、新たなインバランス料金制度の

開始時期が令和４年度に延期された。 

 
【新たなインバランス料金の詳細設計について（制度設計専門会合における令和元年７月までの議論の

まとめ）】 
１．新たなインバランス料金の基本的考え方 

インバランス料金は、実需給における過不足を精算する単価であり、価格シグナルのベースとなるもの。

したがって、令和４年度以降のインバランス料金制度は、インバランスを発生させた者に合理的な負担

を求める（発生させたインバランスが合理的な価格で精算される）とともに、系統利用者に適切なイン

センティブを与えるものとなるよう、①インバランス料金が実需給の電気の価値を反映するようにし、

②関連情報をタイムリーに公表することが重要。 
こうした考え方に基づき、インバランス料金は、その時間における電気の価値を反映するよう、以下に

より算定する。 
ア）インバランス料金はエリアごとに算定する。（調整力の広域運用は考慮） 

イ）コマごとに、インバランス対応のために用いられた調整力の限界的な kWh 価格を引用する。（卸電

力市場価格に基づく補正の仕組みも導入） 
ウ）需給ひっ迫時における不足インバランスは、系統全体のリスクを増大させ、緊急的な供給力の追加

確保といったコスト増をもたらすことを踏まえ、そうした影響がインバランス料金に反映されるよう、

需給ひっ迫時にはインバランス料金が上昇する仕組みを導入する。 
 
２．インバランス料金の算定方法の詳細 

（１）調整力の限界的な kWh価格の引用方法 

①広域運用された調整力の kWh価格を引用 

 令和３年度以降の調整力の運用においては、インバランス対応は主に広域運用調整力によって対応さ
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れることから、広域運用調整力の限界的な kWh価格 2）をインバランス料金に引用することとする。この

場合、広域運用されたエリアすべてが同一のインバランス料金となる。（エリア分断時の取扱いについ

ては、以下④に記載。） 
 
②各コマの限界的な kWh価格の決定方法 

調整力の広域運用は、令和３年度からは 15 分ごとの指令、令和５年度からは５分ごとの指令によって

運用される予定。したがって、30分コマ内に、前半 15分と後半 15分の二つの限界的な kWh価格が存在

することになる。（令和５年度以降は５分ごと６つの限界的な kWh価格が存在することとなる。） 

30分コマのインバランス料金は、そのコマでさらに１kWhのインバランスが増えた場合に生じる費用の

増減（30 分全体の限界的な費用）を反映させることが適当と考えられることから、各 15 分の限界的な

kWh 価格を各 15 分におけるインバランス量によって加重平均して得られる値をインバランス料金に引

用することとする。 

30分コマ内で上げ指令と下げ指令が両者存在したケースでは、上げ指令の価格が高い方と下げ指令の価

格が低い方とから同量を相殺し、残ったものの限界的な kWh価格を加重平均することとする。 

 

③広域運用調整力への指令がゼロであった場合の扱い 

広域エリア合計でのインバランスが小さく、広域運用調整力の指令量がゼロの場合、当該エリアのイン

バランス料金は、指令されなかった上げ調整力の最も安い kWh価格と、指令されなかった下げ調整の最

も高い kWh価格の平均を引用する。 

 

④エリア分断時の扱い 

調整力の広域運用において、連系線に空き容量がなく分断があった場合 3は、分断されたエリアごとに

広域運用された調整力の限界的な kWh 価格を引用する。 

 

（２）卸市場価格による補正インバランス料金 

電源Ⅰなど、登録された調整力 kWh価格が必ずしもその時点の需給状況を考慮されたものとなっていな

い場合があり、そのため、稼働した調整力の限界的な kWh価格が電気の価値を適切に反映しない場合が

あり得る。こうしたことから、卸市場価格との関係が逆転する場合においては、以下の補正を行う。 

 

 

                                                   
2 限界的な kWh価格＝上げ調整においては最も高い kWh価格、下げ調整においては最も低い kWh価格 
3 分断の判断は、あるエリアで予測されたインバランスの全量が広域運用調整力によって対応できなか

った場合、そのエリアは分断されたものと見なすこととする。 
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上表において Pは、当面の間、卸電力市場（時間前市場）における取引の実需給に近い取引から異なる

５事業者・５取引分の価格の平均価格を用いることとする。 

調整力の広域運用が分断した場合は、分断したエリア毎に算定する。 

系統余剰／系統不足の判断は、広域調整力の指令量に基づいて判断することが適当と考えられるが、今

後実務面等を踏まえて決定する。 

 

（３）太陽光等の出力抑制のケースの扱い 

太陽光・風力の出力抑制が行われているコマにおける系統余剰の発生は、実質的に限界費用 0円/kWhの

太陽光等を下げていると見なすことが適当であると考えられる。したがって、太陽光等の出力抑制が行

われているコマで系統余剰となった場合については、実際に稼働した調整力の kWh価格を引用するので

はなく、インバランス料金を 0円/kWhとする。なお、系統余剰／系統不足の判断は、広域調整力の指令

量に基づいて判断することが適当と考えられるが、今後実務面等を踏まえて決定する。 

 

（４）需給ひっ迫時補正インバランス料金 

需給ひっ迫時、すなわち一般送配電事業者が用いることができる「上げ余力」が少ない状況での不足イ

ンバランスは、大規模停電等の系統全体のリスクを増大させ、緊急的な供給力の追加確保や、将来の調

整力確保量の増大といったコスト増につながるもの。したがって、需給ひっ迫時、すなわち「上げ余力」

が一定値以下になった場合には、そうした影響（コスト増）をインバランス料金に反映させ、系統利用

者に対する適切なインセンティブとなるよう、料金を上昇させることで、需給の改善を促していくこと

が適当である。 

このため、以下のような直線的な式に基づき、そのコマの「上げ余力」に対応する需給ひっ迫時補正イ

ンバランス料金を決定し、これが、上述（１）調整力の限界的な kWh価格または（２）卸市場価格によ

る補正インバランス料金よりも高い場合は、この価格を当該コマのインバランス料金とする。 

系統余剰のとき 系統不足のとき

余剰インバランス料金
調整力kWh価格
又は卸市場価格Ｐ

（低い方）
限界的な調整力

kWh価格

不足インバランス料金 限界的な調整力
kWh価格

調整力kWh価格
又は卸市場価格Ｐ

（高い方）
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上図におけるＡ～Ｄの具体的な数値の設定については、令和３年度から調整力の広域運用が開始される

こと等を考慮して今後検討を深めていくこととするが、それぞれ、以下のような考え方がありえる。 
A：これ以上「上げ余力」を減らすことは許されない水準として、需要家に痛みのある協力を求める対

策のタイミングを参考とする。 

B：「上げ余力」が不足するリスクに備えて対策を講じ始める水準として、通常時には用いない供給力で

ある電源Ⅰ’を発動し始めるタイミングを参考とする。 

B’： B～B'までは、確保済みの電源Ⅰ’で対応すると考えられる水準。したがって、B’は、これ以上

予備率が低下すると新たな供給力を追加的に確保することが必要になり始める水準として、電源Ⅰ’の

発動が確実となる水準を参考とする。 

C：緊急的に供給力を 1kWh 追加確保するコストとして、市場に出ていない供給力を新たに 1kWh 確保す

るために十分な価格として、新たにＤＲを追加的に確保するのに必要となる価格を参考とする。 

D：確保済みの電源Ⅰ’のコストを参考とする。 

 

上図における「上げ余力」は、調整力の広域運用が行われるエリア毎に、以下の式により算出すること

が合理的と考えられる。その詳細については、今後検討する。 

 

 
 
なお、各コマの需給ひっ迫時補正インバランス料金の算定に用いる「上げ余力」は、ゲートクローズ直

後に一般送配電事業者が公表する予測値を用いることが一案として考えられる。 
 
（５）沖縄エリアにおけるインバランス料金 

沖縄エリアは広域運用が導入されないことから、エリア内で稼働した調整力の限界的な kWh価格を引用

してインバランス料金を算定する。 

 

上げ余力（予備率）

イ
ン

バ
ラン

ス
料

金 需給ひっ迫時の補正インバランス料金

B％

C円/kWh

D円/kWh

A％ B‘％

上げ余力 ＝

広域エリア内の一般送配電事業者が活用可能な供給余力
（応動時間が一定以下のもの）

当該コマの広域エリア需要

需
給

ひ
っ迫

時
補

正
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エリア内調整力は、インバランス対応と時間内変動対応の両方のために稼働することから、以下のよ

うに算定することとする。 

エリア内で稼働した調整力のうち、kWh価格の高いものから順に一定量の加重平均価格を引用すること

とする。 

30分コマにおいて上げ調整と下げ調整が同時に行われた場合は、上げ調整の高い方から、下げ調整の

低い方から、どちらかの調整量がゼロになるまでそれぞれ相殺し、残った方の kWh価格の高いものか

ら順に一定量の加重平均価格を引用することとする。 

なお、上述（３）及び（４）については、沖縄エリアにも同様のルールを適用する。 

 

３．タイムリーな情報公表の詳細 

（１）情報公表の意義 

インバランス料金が、その時間における電気の価値を反映することを踏まえ、以下の意義に基づき、関

連情報がタイムリーに公表されるべきである。 
① 需給バランス確保の円滑化を通じた安定供給の確保 
 系統の需給状況やインバランスの発生状況、インバランス料金に関する情報をタイムリーに提供する

ことにより、系統利用者が最新の状況を踏まえて自らの需要予測を精査し、市場取引などを通じて調達

量を調整することを促進する。 
② 電気の有効利用の促進・新たなビジネスモデルの育成 
 インバランス料金（＝リアルタイムの電気の価格）に関する情報をタイムリーに公表することで、状

況変化があった場合にそれが速やかに時間前市場価格等に反映されることを促進する。今後、需給の状

況変化に応じて電気の消費・供給・充放電を変化させるといった分散型の取組が拡大するための環境を

整備する。 
③ 適正な競争の確保（情報格差の防止） 
 電力市場における適正な競争を確保する観点から、一部の者（調整力提供者）のみがインバランス料

金の予測に資する情報を持つことがないようにする。 
④ インバランス精算の透明性の確保 
 インバランス料金が適正に算定されているか検証できるようにする。 
 
（２）公表されるべき情報の項目及びタイミング 

①系統の需給に関する情報 
系統の需給状況は、系統利用者が最新の状況を踏まえてインバランス料金を予測し、市場取引などを通

じて自らの計画をより合理的なものとする上で重要な情報となる。 
 
エリアの需要に関する情報 
項目名 公表のタイミング 
エリア総需要量（実績値） コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30 分後まで） 
エリア総需要量（予測値） 一週間前、前日夕方、当日午前中などに公表 
エリア総需要量（需要 BG 計画値の総

計） 
翌日計画・当日計画確定後に速やかに公表 
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エリアの発電に関する情報 
項目名 公表のタイミング 
エリア総発電量（実績値） コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30分後まで） 

エリア総発電量（予測値） 一週間前、前日夕方、当日午前中などに公表 

エリア総発電量（発電 BG 計画値の総

計） 

翌日計画・当日計画確定後に速やかに公表 

エリア風力・太陽光発電量（実績値） コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30分後まで） 

エリア風力・太陽光発電量（予測値） 一週間前、前日夕方、当日午前中などに公表 

エリア太陽光・風力発電量（発電 BG計

画値の総計） 

翌日計画・当日計画確定後に速やかに公表 

※風力発電量については、エリア内の導入量等を踏まえ、段階的な対応を検討。 

 

エリアの需給状況に関する情報 

項目名 公表のタイミング 

連系線の空き容量 状況変化に基づき随時公表 

発電ユニット等の停止情報 状況変化に基づき随時公表 

広域エリア供給力/上げ余力（需給ひっ

迫時補正料金の算定諸元・実績値） 

GC後速やかに公表（実需給前まで） 

広域エリア供給力/上げ余力（予測値） 一週間前、前日夕方、当日午前中などに公表 

 

②インバランス料金に関する情報 

インバランス料金の情報は、系統利用者が最新の状況を把握する上で不可欠な情報であるとともに、そ

の算定根拠を公表することでインバランス料金の透明性を確保することに資する。 

項目名 公表のタイミング 

インバランス料金 コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30分後まで） 

広域運用調整力の指令量（≓インバラン

ス量） 

コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30分後まで） 

インバランス料金の算定根拠（指令し

た調整力の限界的な kWh 価格及び補正

料金の詳細） 

コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30分後まで） 

 
③調整力に関する情報 
調整力の稼働情報は、系統利用者がインバランス料金を予測する上で重要な情報であるとともに、一部

の者（調整力提供者）のみがその情報を持つことがないよう、公表を行うことが適正な競争の確保に資

する。 
項目名 公表のタイミング 
広域運用調整力の指令量 コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30 分後まで） 
指令した調整力の限界的な kWh価格（＝

インバランス料金の算定根拠） 

コマ終了後速やかに公表（遅くとも 30分後まで） 
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広域運用システムに登録された調整力

の詳細（各ユニットの上げ代・下げ代や

kWh 価格、いわゆるメリットオーダー） 

公表によって競争に及ぼす影響などを考慮しつつ、公表

のあり方・方法等について引き続き検討を行う。 
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第８ 法的分離に併せて導入される行為規制の詳細についての検討 

 

【本項目の概要】 

 行為規制に係る「適正な電力取引についての指針」の改定について、その案を作成し、パブリッ

クコメントを実施した。 

 

電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成 27年法律第 47号）において、送配電部門の中立性を

一層確保するため、令和２年度から一般送配電事業者と送電事業者の法的分離を実施し、あわせて、一

般送配電事業者とその特定関係事業者（以下「一般送電事業者等」という。）及び送電事業者とその特定

関係事業者（以下「送電事業者等」という。）に行為規制を導入することが規定されたところ、その詳細

は経済産業省令に定めることとされている。  

これを受け、当委員会制度設計専門会合において一般送配電事業者等及び送電事業者等にかかる行為

規制の詳細や監視の在り方等について議論を行い、平成 30 年４月 23 日に、「一般送配電事業者の法的

分離にあわせて導入する行為規制の詳細について」をとりまとめた。また、平成 30年５月 29日に、送

電事業者の行為規制の詳細等についてとりまとめた。その後委員会は、平成 30年６月 18日に、それら

の内容を踏まえた経済産業省令の改正を経済産業大臣に建議した（平成 30年 12月に電気事業法施行規

則（平成７年通商産業省令第 77 号）の改正が行われた。）。 

そのとりまとめの内容については省令に反映するものに加えて、「適正な電力取引についての指針」

（以下、「本指針」という。）に反映すべきと考えられるものがあることから、そのとりまとめの内容や

制度設計専門会合における議論を踏まえて、その改定案を作成し、令和元年６月 28日から７月 29日の

間、パブリックコメントを実施した。 

 

※パブリックコメントにおいては、計 10 件の意見が寄せられたところ、本指針改定案を修正する必要

はないと考えられたため、令和元年９月６日に改定案のとおり本指針を改定することを経済産業大

臣に建議した。その後、令和元年９月 27日に、改定案のとおり本指針が改定された。 

 

○「適正な電力取引についての指針」に追記される項目（例） 

 一般送配電事業者は、その特定関係事業者との間で兼職を行う者がいる場合、あらかじめ、

電力・ガス取引監視等委員会へ説明するとともに、年１回程度、その業務内容等を一般に公

表することが望ましい旨 

 取締役等の兼職禁止の例外となるかどうかを判断する視点の詳細 

 一般送配電事業者は、その特定関係事業者との間で人事交流を行う場合には、社内規程等に

より行動規範を作成することが望ましい旨 

 一般送配電事業者は、電柱に埋め込まれたサイズの小さい表示板等に刻印された商号等（法

的分離前に設置されたもの）については、「容易に視認できない場所に刻印又は表示する場

合」として、引き続き用いることができる旨 

 一般送配電事業者からその特定関係事業者への送配電等業務の委託禁止の例外にあたるかど

うかの判断基準の詳細  
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第３章 ガスの適正な取引の確保のための厳正な監視など 

 
第１ ガス小売取引の監視等 

 

【本項目の概要】 

 ガス小売登録について審査し、これまで 1,404 件が登録された。 

 平成 30 年９月１日～令和元年８月 31 日の期間におけるガス小売事業者の業務実施状況につい

て、業務改善勧告や文書指導に至るような事案はなかった。 

 平成 29年度のガス小売規制料金について事後評価を実施し、対象事業者７社について値下げ認

可申請の必要があるとは認められなかった旨、平成 30年 12月に大臣に意見回答を行った。 

 ガス小売料金の特別な事後監視の結果、平成 30年９月～令和元年 8月においては、2社に対して

文書指導を行った。 

 

１．ガス小売事業者の登録に係る審査 

 ガス小売事業者の登録に係る審査に当たっては、主に委員会が、「ガスの使用者の利益の保護のため

に適切でないと認められる者」に該当しないかという視点から、資源エネルギー庁が、「最大需要に応ず

るために必要な供給能力を確保できる見込みなどがあるか」という視点から、それぞれ審査を行ってい

る。 

令和元年 8月末までに、委員会及び資源エネルギー庁による審査の結果、1,404件が登録されてい

る。 

 

○登録に係る手続のフローと登録審査の観点 

 

 

２．ガスの小売取引の監視 

平成 29 年４月にはガスの小売事業への参入が全面自由化され、家庭を含む全ての需要家がガス会社

や料金メニューを自由に選択できることとなった。委員会は、ガスの小売供給に関する取引の適正化を

図るため、「ガスの小売営業に関する指針」を踏まえ、需要家に対する説明の状況や契約の形態・内容な

どについて、事業者の営業活動の監視を行い、必要に応じ、指導等を行っている。 

平成 30年９月１日～令和元年８月 31 日までの期間においては、ガス小売事業者の業務実施状況につ

いて、業務改善勧告や文書指導に至るような事案はなかった。 

３．ガス小売料金の事後評価及び特別な事後監視 

＜登録に係る手続のフロー＞ 
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 ガスの小売料金については平成 29 年 4 月に自由化されたものの、競争が不十分であると認められた

地域については、需要家利益の保護の観点から経済産業大臣が指定を行い、経過措置として料金規制を

継続している。これらの経過措置として規制しているガス小売料金については、原価算定期間終了後に

毎年度事後評価を行い、利益率が必要以上に高いものとなっていないかなどを経済産業省において確認

し、その結果を公表することとなっている。また、経過措置料金規制が課されない、又は経過措置料金

規制が解除されたみなしガス小売事業者のうち、旧供給区域等における都市ガス又は簡易ガスの利用率

が 50％を超える事業者を対象として、当該旧供給区域等の料金水準について報告徴収を行い、ガス小売

料金の合理的でない値上げが行われないか確認をする「特別な事後監視」を行っている。 
 
○規制料金が存続している地域 
令和元年８月末時点９地域 

本省／担当局 事業者 

本省 

東京瓦斯株式会社 
（東京地区等） 

大阪瓦斯株式会社 
東邦瓦斯株式会社 

関東 

京葉瓦斯株式会社 
京和ガス株式会社 
日本瓦斯株式会社 

（南平台・初山地区） 
熱海瓦斯株式会社 

近畿 河内長野ガス株式会社 
九州 南海ガス株式会社 

 
（１）原価算定期間終了後のガス小売経過措置料金の事後評価 
 第３弾改正法附則の経過措置に基づくガス小売料金について、委員会は、経済産業大臣からの意見聴

取を受けて、料金審査専門会合において平成 29年度の状況について評価及び確認を行い、平成 30年 12

月、以下のとおりとりまとめた。 
これを踏まえ、委員会は、経済産業大臣に対し、電気事業法等の一部を改正する等の法律附則に基づ

く経済産業大臣の処分に係る審査基準等（20170329 資第５号）第２（８）④に照らし、経過措置料金の

変更申請を命じることが必要となる事業者はいなかった旨回答した。 
 
【料金審査専門会合のとりまとめ】（平成 30 年 12 月） 
＜事後評価のポイント＞ 

 旧一般ガスみなしガス小売事業者全９社のうち、本省所管の対象事業者１社（東邦ガス）※に地方局

所管の対象事業者６社（京葉ガス、京和ガス、日本ガス、熱海ガス、河内長野ガス及び南海ガス）を加

えた計７社について、「電気事業法等の一部を改正する等の法律附則に基づく経済産業大臣の処分に係

る審査基準等」（20170329 資第５号）第２（８）④に基づく値下げ認可申請の必要がないか確認を行っ

た。 

※原価算定期間終了前の東京ガス及び料金改定表明済みの大阪ガス（平成 31 年３月に値下げ実施）

は、事後評価の対象外。 
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＜事後評価の結果＞ 

 第３弾改正法附則第 22 条第４項の規定によりなおその効力を有するものとして読み替えて適用され

る同法第５条の規定による改正前のガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号）第 18 条第１項の規定による

供給約款などの変更の認可の申請命令に係る「電気事業法等の一部を改正する等の法律附則に基づく経

済産業大臣の処分に係る審査基準等」（20170329 資第５号）第２（８）④に照らし、値下げ認可申請の

必要は認められなかった。評価の詳細は以下のとおりであった。 
 
○料金変更認可申請命令に係る審査基準 

 
 
審査基準のステップⅠ［ガス事業利益率による基準］では、個社の直近３か年度平均の利益率が９社 10

か年度平均の利益率を上回る会社は、京和ガス及び熱海ガスの２社であった。ステップ１に該当した２

社について、審査基準のステップ２［超過利潤累積額による基準］では、平成 29年度末超過利潤累積額

は一定水準額である指定旧供給区域等需要部門に係る本支管投資額（過去５年平均）を下回っており、

ステップ２［自由化部門の収支による基準］では、直近２年連続で自由化部門の収支が赤字となってい

なかった。以上より、原価算定期間を終了している旧一般ガスみなしガス小売事業者７社（東京ガス・

大阪ガス以外）について、審査基準に基づく評価を実施した結果、変更認可申請命令発動の検討対象と

なる事業者はいなかった。 
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○審査基準の適用結果 

 
 
以上を踏まえ、平成 30 年度の事後評価の対象となった事業者について、現行の認可料金に関する値

下げ認可申請の必要があるとは認められなかった。また、各社においては、今後とも料金原価と直近実

績の比較・経営効率化の状況・収支見通し等現行の経過措置料金に関連した分かりやすい情報提供に努

めるとともに、安全対策・供給信頼度維持に不可欠な投資は最優先に実施した上で、引き続き経営効率

化に真摯に取り組むことにより、コスト低減を進めていくべきであるとの評価を行った。 
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（２）ガス小売料金の特別な事後監視 

総合エネルギー調査会基本政策分科会ガスシステム改革小委員会（第 29回）において、経過措置料

金規制が課されない、又は経過措置料金規制が解除されたガス小売事業者のうち、旧供給区域等にお

ける都市ガス及び簡易ガス利用率が 50％を超える事業者については、「特別な事後監視」として、ガス

小売料金の合理的でない値上げが行われないよう、当該供給区域等の料金水準（標準家庭における１

ヶ月のガス使用料を前提としたガス料金）を、３年間監視することとされた。このため、委員会にお

いてはこれらの事業者の家庭向けの標準的な小売料金について、定期的に報告を受け、料金改定の状

況等を確認している。 

この結果、平成 30年 9月～令和元年 8月においては、次の 2社に対し文書指導を行った。 

 

A社：将来予定している設備の更新費用等を回収することを理由に値上げを実施したが、設備の法定耐

用年数を大きく下回る期間で費用回収する料金改定であり、現在の需要家に過大な負担となっている

ことが認められたため、「合理的でない値上げ」に該当すると判断し、法定耐用年数を踏まえ料金を改

定することを指導した。また当該料金改定の際に需要家に対する説明が十分に行われていなかったこ

とから、需要家に対する十分な説明並びに書面交付を行うことを指導した。 

 

B社：料金改定の際に需要家に対する説明が十分に行われていなかったことが確認されたため、需要家

に対する十分な説明及び書面交付を行うことを指導した。 

 

○特別な事後監視の概要 

※

 

  

・経過措置料金規制が課されないガス小売事業者のうち、
供給区域等における都市ガス（簡易ガス）利用率が
50%を超える事業者
 旧一般ガス事業者：24事業者31供給区域
（全203
事業者218供給区域）
 旧簡易ガス事業者：341事業者1,062団地
（全1,375事業者7,432団地）

対象事業者

・小売全面自由化後３年間とする。ただし、当該事後監
視期間内に合理的でない小売料金の値上げを行ったと判
断される場合には、期間を３年間延長する。

対象期間

旧一般ガス事業者における監視対象区分（供給区域数ベース）

旧一般ガス事業者における監視対象区分（販売量ベース）

指定

旧供給区域

6%,12供給区域

特別な

事後監視対象
14%,

31供給区域

一般的な事後

監視対象
80%,

175供給区域

指定

旧供給区域

74%,2.5億m3

特別な

事後監視対象

9%,0.3億m3

一般的な

事後監視対象

17%,0.6億m3

（全 203 事業者 218 供給区域） 
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第２ ガス導管事業者等の監査 

 

【本項目の概要】 

 ガス導管事業者等の平成 29事業年度の事業について監査を行い、「託送供給収支の計算」、「託送

供給に伴う禁止行為」及び「約款の運用等」を重点的に確認した。このうち 110事業者に対し、

338 件の指摘事項について所要の指導を行った。 

 

監視等委員会は、ガス事業法第 170条及び第３弾改正法附則第 22条第４項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同法第５条の規定による改正前のガス事業法第 45条の２の規定に基づき、一

般ガス導管事業者、特定ガス導管事業者、ガス製造事業者及び旧一般ガスみなしガス小売事業者 234

社の平成 29事業年度の事業について監査を行った。 

今回の監査においては、重点監査項目として、平成 29年４月からのガスの小売全面自由化による制

度改正を踏まえ、「託送供給収支の計算」、「託送供給に伴う禁止行為」及び「約款の運用等」につい

て、重点的に確認した。 

その結果、ガス事業法第 178条第１項及び第３弾改正法附則第 37条第１項に基づく一般ガス導管事

業者などに対する勧告並びにガス事業法第 179条第１項及び第３弾改正法附則第 38条第１項に基づく

経済産業大臣への勧告を行うべき事項は認められなかったが、今後の事業実施に対する事業者の自主

的改善を促す観点から、110 事業者に対し、338件の指摘事項について所要の指導を行った。 

 

○指摘事項の内訳 

（単位：円） 

指摘事項 件数 

① 約款の運用等に関する監査 ０ 

② 財務諸表に関する監査 31 

③ 部門別収支に関する監査 ５ 

④ 託送供給収支に関する監査 302 

⑤ 託送供給に伴う禁止行為に関する監査 ０ 

合   計 338 
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第３ ガス導管事業者の収支状況等の事後評価 

 

【本項目の概要】 

 平成 29年度のガス導管事業者の託送収支の事後評価を実施し、６社については、平成 29年度終

了時点で当期超過利潤累積額が一定水準額を超過していることを確認した。当該事業者からは、

期日までに値下げ届出を行う予定との方針を聴取した。また、ガス導管事業者の収支管理を適正

化するための経済産業省令等の改正に関する建議を行った。 

 

ガス導管事業の効率化・料金の低廉化と質の高いガス供給サービスの維持・向上を促すことは、ガス

の需要家の便益を高めるだけでなく、小売・製造事業者間の競争の活性化にも寄与し、エネルギー供給

全体の生産性向上に資するものである。委員会は、経済産業大臣からの意見聴取を受けて、料金審査専

門会合においてガス導管事業者の平成 29 年度の託送収支状況について評価及び確認を行い、平成 31年

３月、以下のとおりとりまとめた。 

この結果を踏まえ、事後評価の対象事業者 143社のうち６社（仙南ガス、のしろエネルギーサービス、

東部液化石油、下仁田町、魚沼市、筑後ガス圧送）については、平成 29年度終了時点での超過利潤累積

額が、変更命令の発動基準となる一定水準を超過したことから、これらの事業者については、期日まで

に託送供給約款の料金改定の届出が行われない場合、所管の経済産業局長から変更命令を行うことが適

当であること及び対象事業者全体の確認結果について、監視等委員会は経済産業大臣及び経済産業局長

等へ意見回答を行った。また、ガス導管事業者の収支管理を適正化するための経済産業省令等の改正に

関する建議を行った。 
 

【料金審査専門会合とりまとめ】(平成 31年 3月) 

（１）託送収支の状況 

①超過利潤が一定水準を超過した事業者 

平成 29年度に事業を実施した全国のガス導管事業者（224社）のうち、託送供給約款を策定してい

る等の事業者（143社）について、平成 29年度の収支状況等を評価した。 

これら 143社のうち、６社（仙南ガス、のしろエネルギーサービス、東部液化石油、下仁田町、魚

沼市、筑後ガス圧送）については、平成 29年度終了時点での超過利潤累積額が、変更認可申請命令の

発動基準となる一定水準を超過したため、このまま令和２年４月１日までに託送供給約款料金の改定

の届出が行われない場合、所管の経済産業局長の変更認可申請命令の対象となる可能性がある。各事

業者に対応方針を聴取したところ、６社とも期日までに料金改定を実施予定であるとの回答であった。 

 

②大きな超過利潤が発生した事業者の評価 

一定水準を超過した事業者以外にも、平成 29 年度の収支において比較的大きな超過利潤が発生し

た事業者があったことを踏まえ、４月～３月の会計年度を採用している事業者 85 社のうち、超過利

潤が営業収益の５％以上であった 22 社（このうち、超過利潤が一定水準を超過したのは４社）につい

て、その超過利潤の要因が一過性のものか継続する可能性が高いものかについて分析・評価を行った。      
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その結果、19 社（超過利潤が一定水準を超過した４社を含む）については、来年度以降も平成 29

年度と同じ要因での超過利潤が継続する可能性が高いと評価された。また、それ以外の３社について

は、平成 29年度の超過利潤の発生は一過性である可能性があると評価された。 

この結果を踏まえ、各事業者に対し、料金改定を含めた今後の方針について聴取したところ、超過

利潤の継続性が高い 19社のうち 15社（超過利潤が一定水準を超過した４社を含む）及びそれ以外の

３社のうち１社から、令和２年４月までに自主的に料金改定を実施する予定であるとの回答があった。 

 

③制度改正後新たに原価算入された費用の状況について 

事業者間精算費について、平成 29 年度実績費用と想定原価の比較を行ったところ、実績費用が想

定原価から大きくずれた事業者が多くあった（実績費用が 20％以上想定原価から下振れした事業者が

11社、実績費用が想定原価の２倍以上となった事業者が２社）。 

今回の分析を通じ、事業者間精算により収益を得ているガス導管事業者の一部には、小売供給、託

送供給及び卸供給の合計が３に満たないことから託送供給約款の制定が免除されている特定ガス導

管事業者があり、これらについてはストック管理・フロー管理が行われていない状況が明らかになっ

た。これを適正化するため、関係する規定の改定を速やかに行うことが適当である。 

需要調査・開拓費について、平成 29年度の実績費用を想定原価と比較したところ、需要調査・開拓費

を原価に計上していた全８社のうち、７社について実績費用が想定原価から下振れしていた。 

 

④収支管理の更なる適正化に向けた対応 

託送料金の適正性の観点からは、地域別または特定導管ごとのコストが適切に託送料金に反映され

る必要がある。地域別または特定導管ごとに異なる託送料金を設定しているガス導管事業者について、

それぞれの単位で託送収支計算書等を作成するよう、関係する規定の改定を速やかに行うことが適当

である。 

 

（２）効率化に向けた取組状況 

①大手３社（東京ガス・大阪ガス・東邦ガス）の取組状況 

ガス導管事業の効率化を促進していく観点から、先進的な取組を行っていると期待される大手３社

の取組状況を聴取し、特に効果の大きいものや先進的な取組の内容を確認した。 

これらのうち、例えば、以下のような取組は、他のガス導管事業者への横展開が期待されるもので

あり、今後、これらの取組も参考にしつつ、各事業者において効率化に向けた取組が進められること

が期待される。 

・計測機器等の点検・部品交換頻度の見直し 

・工法の工夫（中圧へのＰＥ管導入、非開削工法の導入等） 

・業務効率化の取組（現地作業でのタブレット導入、通信機能付きマイコンメーターの活用による検

査コストの低減等） 

・工事発注・契約手法の工夫（取引先からの費用低減提案の受け入れ、まとめ発注、施工条件変更時

の単価事前設定による協議コストの低減等） 

・行政区との交渉（掘削幅の削減、埋設深さの変更等） 等 
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②効率化取組の横展開に向けた方策 

・中小事業者を含めた各ガス導管事業者の効率化を促進するために、大手 3社の先進的な取組の具体

的な内容や効果を取りまとめて公表し、事業者が自主的に取り入れるよう促した。 

・日本ガス協会に、中小事業者等への技術的サポート等を行うよう依頼した。 

 

（３）中長期的な安定供給の確保に向けた取組状況 

①導管延伸の取組状況 

今回の事後評価の対象となったガス導管事業者（143 社）の、平成 29 年度の導管総延長の伸びは、

全社の平均で、高圧導管は平均 1.91％、中圧導管は平均 0.67％、低圧導管は平均 0.72％の伸びであ

った。 

 

 

②メーター取付数及び供給区域拡張の状況 

今回の事後評価の対象となった一般ガス導管事業者（126社）の平成 29年度のメーター取付数の伸

びについては、85社が増加、３社が横ばい、38社が減少であった。また、各社の平成 29年度の供給

区域の拡張実績を分析したところ、42社が増加、84社が横ばいであった。 

 

（４）内管工事の取組状況（内管工事見積単価表及び内管工事収支の分析） 

①標準モデルによる内管工事見積額の横比較 

一般ガス導管事業者が実施する需要家の資産である内管の工事について、全社共通の見積条件（内

管工事の標準モデル）に基づき、全ての一般ガス導管事業者（196 社）に内管工事の参考見積を依頼

した。その結果、各社の参考見積額の平均は 13 万円であったが、最低５千円から最高 26 万円まで、

大きな幅があることを分析し、結果を公表した。 

参考見積額が比較的高かった事業者については、他の事業者の参考見積額等を踏まえつつ、資材調

達の工夫など、効率化に取り組むことが期待される。 

 

②内管工事の利益率が高く、かつ直近で見積単価表の改定が行われていない事業者の分析 

今回の事後評価の対象となった一般ガス導管事業者（126社）について、内管工事の平成 27年度か

ら平成 29年度の収支状況を分析したところ、３年合計で収益が支出を上回った社が 95社、下回った

社が 30社であった（平成 27年度から平成 29年度の内管工事の実績のない 1社を除く）。また、内管

工事の３年間の平均利益率が 20％以上の事業者も存在した。 

内管工事の３年平均利益率が 10％以上で、かつ直近で見積単価表の値下げが行われていない 25 社

に対し、利益率が高い理由を聴取したところ、「自社の労務費等を内管工事の収支に振り分けていな

かったため、実際よりも収支上の利益率が高くなっていた」（13 社）、「利益率が高いとは考えていな

い等」（12社）との回答があった。 
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第４章 ガス市場の更なる効率化、競争促進のための取組 

 
第１ ガスにおけるスイッチング業務等の標準化 

 

【本項目の概要】 

 ガスのスイッチング業務のフロー等について、「ガススイッチング業務等に関する標準的な手続

きマニュアル」を取りまとめ、平成 31年 3月に公表した。 

 

ガス小売契約のスイッチング業務フロー等については、日本ガス協会（以下「ＪＧＡ」という。）が主

体となって標準化を進めてきたが、平成 29 年 11 月の第 24 回制度設専門会合において、実際にはスイ

ッチング業務フロー等の標準化は不十分であり、ガス導管事業者毎に業務フローやフォーマットが異な

ることによって、複数のエリアに参入する事業者の業務コストの増加を招き、新規参入者の負担となっ

ていると新規参入者より意見があった。 

これを受けて、委員会事務局は、ＪＧＡが行ってきたスイッチング業務等の標準化状況と今後の対応

方針を確認・整理するとともに、円滑なスイッチングの実現のため、スイッチング環境等の更なる整備

を図ることを目的として、①業務フロー（各業務に必要な申込・報告等の手順、必要な様式を作業プロ

セスとともに明らかにしたフロー）、②要求情報（各様式でやりとりする情報項目）、③情報共有手段（各

様式をやりとりするための手段）、④レイアウト（各様式のレイアウト）の標準化について、新小売事業

者、ＪＧＡとも協議しつつ検討を進めた。その後、平成 31 年２月の制度設計専門会合における審議を

経て「ガススイッチング業務等に関する標準的な手続きマニュアル」をとりまとめ、平成 31 年３月に

委員会のウェブサイトで公表した。 

 

○ガスのスイッチング標準化対象業務のとりまとめ 
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第２ ＬＮＧ基地第三者利用の促進 

 

【本項目の概要】 

 平成 30年 12月に、①製造設備の余力にかかる余力見通しの開示方法、②基地利用料金にかかる

貯蔵量や払出量に応じた課金標準のあり方を明記するよう、「適正なガス取引についての指針」

を改正することを大臣に建議した。また、基地利用に必要な情報を整理し、③事前検討申込時に

過剰な情報を求めることの無いよう製造事業者に対して、適宜是正を求めた。 

 

監視等委員会は、平成 29 年４月に整備された LNG 基地の第三者利用制度の利用促進に向け、制度設

計専門会合（平成 30 年２月 23 日、４月 23 日、６月 19 日、９月 20 日及び 10 月 23 日開催）にて審議

を行い、当審議会での議論を踏まえ、①製造設備の余力、②基地利用料金、③事前検討申込時に必要な

情報について「適正なガス取引についての指針」の改定など必要な措置を講じることとした。 

 

ガス卸選択肢の拡大による小売市場の競争促進の観点から、ＬＮＧ基地の第三者利用制度が平成 29

年４月に整備されたが、利用を希望するあるいは利用する可能性のある事業者の一部から下記のよう

な意見が寄せられたことから、委員会事務局は本制度の利用促進に向けて各事業者への個別ヒアリン

グ、アンケート調査を重ね実態を把握するなど制度の改善を検討した。 

① 製造設備の余力（情報開示が不十分、余力の判定方法が厳しい）  

② 基地利用料金（情報開示が不十分、利用料金が高い） 

③ 事前検討申込時に必要な情報（求められる情報が過剰） 

 

その後、制度設計専門会合での４回の審議を経て、第 34 回制度設計専門会合（平成 30 年 10 月）に

おいて以下のとおり対応策をとりまとめた。これを踏まえ、平成 30年 12月に、①製造設備の余力にか

かる余力見通しの開示方法、②基地利用料金にかかる貯蔵量や払出量に応じた課金標準のあり方を明記

するよう、「適正なガス取引についての指針」を改正することを大臣に建議した。また、基地利用に必要

な情報を整理し、③事前検討申込時に過剰な情報を求めることの無いよう製造事業者に対して、適宜是

正を求めた。 

【制度設計専門会合とりまとめ】（平成 30年 10月） 

① 製造設備の余力 

1. リスク容量の設定方法 

 利用可能容量と在庫量との間に大きな乖離を発生させるなどして、タンク余力を過小に

評価している可能性のあった製造事業者に対して、合理的な説明や運用実態に合わせた

リスク容量の改善を求めた。 

 該当する事業者は過去の実績に基づきリスク容量の設定を改善。 

2. 自社利用計画の範囲の設定方法 

 毎年度定量的な情報に基づき自社利用計画の範囲を設定していない、あるいは設定して

いたとしても当該情報を的確に公表情報に反映していない製造事業者に対して是正を

求めた。 

 該当する事業者は直近の情報に基づき自社利用計画の範囲を改善。 
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3. 余力見通しの開示方法 

 「①ルームレント方式において利用可能となる容量、②ルームシェア方式において利用

可能となる量を定量的に示すこと」を望ましい行為としてガイドラインに明記。 

② 基地利用料金 

1. 貯蔵料金の算定に用いる課金標準の在り方 

 「ルームシェア方式においては「平均貯蔵量」のようなタンクの占有状況を適切に反映

する課金標準、「払出量」のような競争促進に資する課金標準に基づき料金算定を行うこ

と」を望ましい行為としてガイドラインに明記。 

2. 配船計画策定時の調整に伴い発生する貯蔵料金の変動の考え方 

 「配船調整又はＬＮＧの貸借によって生じた貯蔵量の増加分を貯蔵料金に反映させる

こと」を問題となる行為としてガイドラインに明記。 

 「配船調整又はＬＮＧの貸借によって生じた貯蔵量の減少分を貯蔵料金に反映させる

こと」を望ましい行為としてガイドラインに明記。 

3. 基地利用料金の情報開示 

 「守秘義務契約締結後速やかに基地利用料金の目安を、検討結果回答時に概算額を基地

利用希望者に通知すること」を望ましい行為としてガイドラインに明記。 

③ 事前検討申込に必要な情報 

  ＬＮＧ船の情報については基地利用希望者の任意、ＬＮＧ性状の情報については、発熱

量のみ必須（申込時点で確定していない場合は想定値でも可）、それ以外の情報は基地利

用希望者の任意での提供とすることを製造事業者に対して求めていく。 

 基地受入可否の判断に必要のない情報の提供は要求しないよう製造事業者に是正を求

めていく。 
 

○液化貯蔵設備の余力見通しの改善のポイント 
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○基地利用料金の適切な情報開示の在り方のポイント

 

 

  

基地利用料金の開示スケジュール

検討申込 守秘義務
契約締結

検討結果
回答

算定方法の開示

基本契約
締結

年次契約
締結

利用料金の目安
の通知

利用料金の通知

検討申込前

課金標準のみ

概算額

ルームレント/シェアのいずれの場合も通知すること

利用開始
前年度の3月3カ月以内3カ月以内

契約額（確定）

利用料金の目安

申込受領後
遅滞なく締結

従前ルームシェア方式では利用開始直前まで把握が
できなかった料金情報を早期に通知するよう改善
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第３ ガス卸契約に関する卸元事業者への要請 

 

【本項目の概要】 

 ガス卸契約に関し、中途解約補償料を伴う長期契約及び需要家情報の取扱いについて、考え方を

整理し、電力・ガス取引監視等委員会として、都市ガスの卸元事業者（旧一般ガス事業者、国内

天然ガス事業者、旧一般電気事業者等）に対して、この考え方を踏まえて適切に対応するよう自

主的な取組を要請した。 

 

ガス小売自由化以前は、卸元事業者が基地建設、導管敷設等の設備投資を行い、卸受事業者に対して

卸供給することが当然であり、中途解約補償料が盛り込まれた 10 年を超える長期の卸契約が締結され

ることもあった。 

一方で、現在は一定程度インフラの整備が進み、かつ、卸市場及び小売市場の参入が自由化されてお

り、競争の促進が重要な課題となっている。そのような中で、都市ガスの卸契約について、その契約期

間や、中途解約補償料の設定方法・水準の考え方を検討するべきとの指摘が第 36 回制度設計専門会合

においてなされた。 

また、同専門会合における議論においては、ガス卸市場で卸元事業者と卸受事業者が小売事業におい

て競争関係にあり、又は、その可能性がある場合において、具体的な需要家の情報の提供を卸元事業者

が卸受事業者に求め、当該情報を卸元事業者が卸受事業者と共有するような場合は、ガス卸市場及び小

売市場の競争が阻害されることにつながるおそれもある、との指摘もあった。 

こうしたことを踏まえ、委員会は、制度設計専門会合（第 35回～第 40回）において、ガス卸受事業

者に対する実態調査やガス卸元事業者へのヒアリング等を踏まえた検討を行い、中途解約補償料を伴う

長期契約及び需要家情報の取扱いについて、以下のとおり考え方を整理した。また、平成 30 年 9 月に

電力・ガス取引監視等委員会として、都市ガスの卸元事業者（旧一般ガス事業者、国内天然ガス事業者、

旧一般電気事業者等）に対して、この考え方を踏まえて適切に対応するよう自主的な取組を要請した。 

 

○中途解約補償料を伴う長期契約及び需要家情報の取扱い 

（中途解約補償料を伴う長期契約について） 

 有力な地位にある（又は見込まれる）都市ガスの卸元事業者が、ガスの卸売において高額な中途

解約補償料を伴う長期契約を締結することは、長期の契約及び違約金の水準という 2要素があい

まって、競争者（卸元事業者）の取引機会を過小にする可能性がある。 

 このため、資料内で示した考え方を踏まえ、都市ガスの卸元事業者に対し、今後更新する中途解

約補償料を伴う長期契約については、合理的な根拠に基づく中途解約補償料と契約期間の設定と

するよう求めることとする。 

（需要家情報の取扱いについて） 

 ガス卸市場で卸元事業者と卸受事業者が小売事業において競争関係にある（又はその可能性があ

る）場合において、具体的な需要家の情報の提供を卸元事業者が卸受事業者に求め、当該情報を

卸元事業者が卸受事業者と共有することは、卸取引の円滑な実施のために必要不可欠な場合など

合理的な理由がある場合を除いて、ガス卸市場及び小売市場の競争を阻害することにつながるお

それもあると考えられる。 

 このため、資料内で示した考え方を踏まえ、都市ガスの卸元事業者に対し、合理的な理由がない
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場合は需要家情報の提供を求めないこと、合理的な理由があって需要家情報を入手する場合には、

その情報の管理体制の構築等について適切に対応すること、を求めることとする。 

 

今後、委員会は、適切な時期において、フォローアップ調査を行うこととしている。  
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第５章 熱供給事業に係る取組 

 

【本項目の概要】 

 平成 30年 9月～令和元年 8月の期間においては、熱供給事業者の新規の申請はなかった。（令和

元年８月末時点の登録事業者数は 76社 137地域） 

 

１．熱供給事業者の登録に係る審査 

 平成 30年 9月～令和元年 8月の期間においては、熱供給事業者の新規の申請はなかった。（令和元年

８月末時点の登録事業者数は 76 社 137地域） 

 なお、審査に当たっては、法令に則り、資源エネルギー庁が熱の最大需要に応ずるために必要な供給

能力を確保できる見込があるか、委員会が、「熱供給を受ける者の日常生活又は事業活動上の利便の確

保を図る上で適切でないと認められる者」に該当しないか、それぞれ審査を行っている。 

 

２．指定旧供給区域熱供給区域の指定 

上記熱供給事業者が供給する供給区域のうち、当該熱供給区域内の熱供給を受ける者が熱供給に代

わる熱源機器を選択することが困難である等の事由により、当該供給区域内の熱供給を受ける者の利

益を保護する必要性が特に高いと認められるものとして規制法附則の規定に基づき経済産業大臣が 13

事業者 17供給区域を指定。これらの事業者は、従前通り供給義務と料金規制が課せられている。 
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第６章 紛争処理、広報及び国際連携 

 
第１ 紛争処理 

 

【本項目の概要】 

 １件の苦情の申出があり、処理を行った。 

 

電気事業法の規定により、委員会は、電力取引に係る契約などについてのあっせん及び仲裁の申請

があった場合には、不当な目的である場合などを除き、これを行うこととされ、電力取引に係る苦情

の申出について処理することとされている。 

また、同様にガス事業法及び熱供給事業法の規定により、委員会は、ガスの取引に係る契約及び卸

熱供給に関する契約などについてのあっせん及び仲裁を行うこととされ、また、ガスの取引及び熱供

給などに係る苦情の申出について処理することとされている。 

紛争処理は、あっせん委員及び仲裁委員を中心に行われる。あっせん委員及び仲裁委員は、委員会

の委員その他の職員のうち委員会があらかじめ指定する者から、事件ごとに指名される（電気事業法

第 35条第３項及び第 36条第３項）。令和元年８月 31日時点におけるあっせん委員及び仲裁委員の候

補者は以下のとおりである。 

 

（委員） 

・稲垣 隆一 

・北本 佳永子 

・林 泰弘 

・圓尾 雅則 

（特別委員） 

・小宮山 涼一 

・田中 誠 

・堤 あづさ 

・西川 佳代 

・村上 政博 
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平成 30年 9月～令和元年 8月の期間におけるそれぞれの処理状況は以下のとおり。 

 

○処理状況 

１．あっせん及び仲裁の申請件数 

  ０件 

２．あっせんをしないものとした事件及びあっせんを打ち切った事件の件数 

  ０件 

３．あっせんにより解決した事件の件数 

  ０件 

４．仲裁判断をした事件の件数 

  ０件 

５．苦情申出の件数 

  １件  
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第２ 広報の取組 

 

【本項目の概要】 

 需要家を対象にしたアンケート調査、各種講演会での講演等を行った。 

 国民生活センターと連携し、需要家に対するトラブル事例の注意換気等を行った。 

 

 委員会では、市場の監視や経済産業大臣へ意見・勧告・建議を行うほかに、消費者に対しての広報活

動や消費者保護対策も行ってきた。その理由は、電力・ガス小売全面自由化の実施に当たっては、消費

者が、正しい情報を持つことで、ドラブルに巻き込まれることなく、各々のニーズに合った適切な選択

ができることが重要なためである。 
消費者保護強化のため、委員会と独立行政法人国民生活センターが共同で、消費者から寄せられたトラ

ブル事例やそれに対するアドバイスを公表するなどの取組を実施した。 
さらに、委員会では、消費者や事業者などに対し、電力・ガス小売全面自由化を含めた電力・ガスシス

テム改革に関する正確な情報を分かりやすく発信するため、各種講演会において講演を行った。 
 また、電力・ガス取引監視等委員会相談窓口において、消費者の小売供給契約を結ぶ際のトラブル等

の相談に応じている。 
 
○電力・ガス自由化に広報の取組例 

・アンケート調査の実施 

 平成 30年 11月に、消費者 10,000人を対象に電力会社や電気プランの切替え意向などについてアン

ケート調査を実施。更に、電力会社又は電気プランを切替えた 1,500人に対して、切替え後の満足度

など詳細なアンケート調査を実施。 

 

・各種講演会での講演 

 消費者や事業者などに対し、電力・ガス小売全面自由化を含めた電力・ガスシステム改革に関する

正確な情報を分かりやすく発信するため、ＥＮＥＸ電力・ガス新ビジネスＥＸＰＯ2019において、「エ

ネルギーシステム改革の進展と今後の課題」をテーマとしたセミナーで講演を行う等、各種講演会に

おいて講演を行った。 

 

・独立行政法人国民生活センターとの連携協定 

 昨年度に引き続き、電力・ガス小売全面自由化に関して、消費者から寄せられる契約トラブルなど

の情報を随時共有し、それに対するアドバイスを含め情報を共同で公表するとともに、全国の消費生

活センターへ情報を発信。 
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第３ 国際機関との連携強化に向けた取組 

 

【本項目の概要】 

 委員会主催で APER Forum Meetingを開催した。 

 

委員会では、我が国の知見を高める観点から、諸外国の規制機関などとの連携や情報交換を日頃か

ら推進している。 

平成 30年 11月 28日～29 日には電力・ガス取引監視等委員会主催で、Asia Pacific Energy 

Regulatory Forum Meeting (APER Forum Meeting) 2018を東京において開催した。 

APER Forum Meeting は、アジア太平洋諸国のエネルギー規制機関が集まる会議体である APER Forum

により、エネルギー産業・市場の発展のため、より良い規制や政策に関する意見交換の場として 2012

年より２年に１度の頻度で開催されている。平成 30年の会合においては、アジア太平洋諸国の 12か

国の規制機関と国内からの参加者総計約 100名が出席し、➀新技術の普及と電力ネットワークの在り

方、➁競争的、投資可能なエネルギー市場の形成、③適正な市場監視・規制の在り方の３テーマにつ

いて議論を行った。 

セッション１では、電力システムにおける disruptive technology についての議論がなされた。温

室効果ガス（ＧＨＧ）やコスト削減に資する技術の導入拡大に必要となる市場設計、料金やネットワ

ーク運用も含めた制度的課題についての議論を深め、また各国で蓄電池などの政策支援などもなされ

ている中、こうした支援と規制との調和について議論がなされた。 

セッション２では、競争的でかつ投資可能なエネルギー市場について議論がなされた。垂直統合時

代から、発電、次いで小売への自由化の流れは共通であるが、国により自由化のステージも異なる中

での制度設計の考え方についての議論が交わされた。特に小売自由化を進める上で重要な要素となる

スマートメーターについては、その普及の進め方やデータへのアクセスについて活発な議論が行われ

た。データのアクセスについては、将来的にも大きな課題になるとの認識が示された。 

セッション３では、市場監視と規制の在り方についての議論がなされた。競争促進、市場の信頼性

向上の観点から、市場支配力の抑止（market power mitigation）、相場操縦への監視などについての

議論を深めた。とりわけ、情報収集、さらに、収集されたデータの分析能力の重要性について確認さ

れた。このフォーラムミーティングでの役割がますます高まってくることが確認された。エンフォー

スメントに関しても、各国様々であるが、引き続き意見交換をしながらレベルアップをしていくこと

が重要であるという認識が一致した。 

 

○Asia Pacific Energy Regulatory Forum Meeting 2018 

・出席者：海外規制機関（12か国）、国内機関から約 100名 

・参加国：オーストラリア、中国、インド、ニュージーランド、パプアニューギニア、 

フィリピン、韓国、サモア、シンガポール、タイ、米国、カンボジア 
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・各国代表の集合写真及び会合の様子： 
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・APER Forum Meeting 2018 のプログラム：

 

  

Time Schedule/Title Organization Presenter

17:00-18:00
Introduction M.C.
Toast by the Organizer Electricity and Gas Market Surveillance Commission Dr. Tatsuo Hatta

18:15-19:50
19:50-20:00 Closing Electricity and Gas Market Surveillance Commission Mr. Takaya Kishi

Time Schedule/Title Organization Presenter

Dr. Tatsuo Hatta
Mr. Takaya Kishi

9:40-９:50 Introduction Electricity and Gas Market Surveillance Commission Mr. Takaya Kishi
9:50-10:40

9:50- The state of energy markets in Australia Australian Energy Regulator (Australia) Ms. Paula Conboy
10:00- Overview on Power Sector in Cambodia Electricity Authority of Cambodia (Cambodia) Mr. Teng Sokhomal
10:10- Energy Overview of China National Energy Administration (China) Ms. Tao CHEN

10:20- Presentation on Evolution, Role and Functioning of  Central Electricity
Regulatory Commission, India

Central Electricity Regulatory Commission (India) Mr. Sanoj Kumar Jha

10:30-10:40
10:40-11:10
11:10-12:00

11:10- Overview of Energy Market Policy in Japan Electricity and Gas Market Surveillance Commission
(Japan) Dr. Tatsuo Hatta

11:20- Adjusting to New Zealand’s Electricity Future Electricity Authority (New Zealand) Mr. James Stevenson-Wallace

11:30- Overview of PNG Electricity Industry Independent Consumer and Competition Commission
(Papua New Guinea) Mr. Paulus Ain

11:40- Regulating the Philippine Electric Power Industry Energy Regulatory Commission (Philippines) Ms. Josefina Patricia Magpale-
Asirit

11:50-12:00
12:00-12:30
12:30-13:30
13:30-14:30

13:30- Energy Transition in Korea Electricity Regulatory Commission (Republic of Korea) Dr. Jong Keun Park
   13:40- Samoa Electricity Sector Office of the Regulator (Samoa) Ms. Perelini Lameko

13:50- Overview of Singapore’s Energy Market Energy Market Authority of Singapore (Singapore) Mr. Ngiam Shih Chun
14:00- Overview of Recent Energy Regulatory Developments in Thailand Office of Energy Regulatory Commission (Thailand) Ms. Narupat Amornkosit
14:10- Federal Energy Regulatory Commission Overview Federal Energy Regulatory Commission (USA) Mr. Anthony Pugliese
14:20-14:30

14:30-15:00

15:00-15:05 Introduction Electricity and Gas Market Surveillance Commission Mr. Takaya Kishi
15:05- Disruptive Technologies Federal Energy Regulatory Commission (USA) Mr. Neil Chatterjee

15:20- Challenges and opportunities for distributed energy resources  in
Australia Australian Energy Regulator (Australia) Ms. Paula Conboy

15:35- The Future of Electricity Network with Disruptive Technologies Electricity and Gas Market Surveillance Commission
(Japan) Dr. Yasuhiro Hayashi

15:50- Samoa’s 100% RE target Office of the Regulator (Samoa) Ms. Perelini Lameko
16:05- The Future of Electricity Network with Disruptive Technologies Office of Energy Regulatory Commission (Thailand) Dr. Chanchai Amornvipas

17:05-17:30

17:30-18:00
Introduction M.C.
Greeting by the Organizer Electricity and Gas Market Surveillance Commission Dr. Tatsuo Hatta

Toast by the Guest
Organization for Cross-regional Coordination of
Transmission Operators Dr. Yoshitsugu Kanemoto

18:15-19:50
19:50-19:55 Closing Electricity and Gas Market Surveillance Commission Mr. Ryuichi Inagaki
19:55-20:00 Announcement M.C.

18:00-18:15

PM

Photo session
Lunch

Q&A 
Refreshment Break

Theme 1: The future of electricity network with disruptive technologies
Session Chair. Mr. Neil Chatterjee, Federal Energy Regulatory Commission

Discussion

Refreshment Break

Dinner Buffet

Overview　Session③ Presentation Members:　　＊Countries listed in alphabetical order.

Registration

16:20-17:05

Networking Dinner, hosted by Electricity and Gas Market Surveillance Commission

Day 1  November  28

AM

8:30-9:30
Registration
Coffee/Tea served

9:30-9:40 Introduction/Opening Remarks Electricity and Gas Market Surveillance Commission

Overview Session
Session Chair. Dr. Tatsuo Hatta, Electricity and Gas Market Surveillance Commission

Q&A 
Refreshment Break

Q&A 

Overview　Session① Presentation Members:　　＊Countries listed in alphabetical order.

Overview　Session② Presentation Members:　　＊Countries listed in alphabetical order.

2018 APER Forum Schedule
(Prime Event November 28 - 29, 2018 as of November 25)

D-1  November 27

PM

Welcome Reception, hosted by EGC

Registration

18:00-18:15

Dinner Buffet
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Day 2  November  29
Time Schedule/Title Organization Presenter

10:00-10:05 Introduction Electricity and Gas Market Surveillance Commission Mr. Takaya Kishi
10:05- Competitive and investable energy market Electricity Authority (New　Zealand) Ms. Lana Stockman

10:20- A Presentation on “Competitive and Investable Energy Market: Policy &
Regulatory Framework of Power Markets in India” Central Electricity Regulatory Commission (India) Dr. S.K.Chatterjee

10:35- Promoting Competition and Investment in Energy Market Electricity and Gas Market Surveillance Commission
(Japan) Mr. Ryuichi Inagaki

10:50- Competitive and Investable Energy market Independent Consumer and Competition Commission
 (Papua New Guinea) Mr. Paulus Ain

11:05- Electricity Market Challenges in Korea for Energy Transition Electricity Regulatory Commission (Republic of Korea) Dr. Young Tak Cho

12:05-13:05
13:05-13:35 2020　APER　Forum　Preparation Meeting Electricity and Gas Market Surveillance Commission Dr. Tatsuo Hatta
13:35-14:05

14:05-14:10 Introduction Electricity and Gas Market Surveillance Commission Mr. Takaya Kishi
14:10- Competition in the Eastern Australian wholesale electricity market Australian Energy Regulator (Australia) Ms. Paula Conboy
14:25- Electricity Market Regulation in China National Energy Administration (China) Ms. Tao CHEN
14:40- Developments in the Authority's market monitoring Electricity Authority (New Zealand) Mr. Rory Blundell
14:55- Energy Market Surveillance and Regulation in Singapore Energy Market Authority of Singapore (Singapore) Ms. Koh Hui Shan
15:10- Market Surveillance and Regulation Federal Energy Regulatory Commission (USA) Mr. James Danly

Dr. Tatsuo Hatta
Mr. Takaya Kishi

Day 3  November  30
Time Schedule

8:15
8:30-10:00

12:30-12:50

14:25-15:55

17:05-17:25

PM

Lunch

Refreshment Break

Discussion

16:10-16:25 Day2 Closing Remarks/ Announcement Electricity and Gas Market Surveillance Commission

15:25-16:10

Theme 3: Issues for market surveillance and regulation
Session Chair. Ms. Paula Conboy, Australian Energy Regulator

AM
Meet at the Conrad Tokyo Hotel
Bus Ride to Fujisawa Sustainable Smart Town

10:00-12:30 Fujisawa Sustainable Smart Town
Lunch at Fujisawa Sustainable Smart Town

Field Trip: Fujisawa Sustineable Smart Town, Azbil Corporation, Organization for Cross-regional Coordination of Transmission Operators

PM

Bus Ride to Azbil Corporation

12:50-14:25 Azbil Corporation

Bus Ride to Organization for Cross-regional Coordination of Transmission Operators

15:55-17:05 Organization for Cross-regional Coordination of Transmission Operators

Bus Ride to the Conrad Tokyo Hotel

AM

9:00-10:00
Registration
Coffee/Tea served

Discussion11:20-12:05

Theme 2 : Competitive and investable energy market
Session Chair. Dr. Brent Layton, Electricity Authority
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